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      入 札 公 告 

次のとおり一般競争入札に付します。本案件は、競

争参加資格確認のための証明書等（以下、「証明書

等」という。）の提出、入札及び契約を電子調達シ

ステム（ＧＥＰＳ）で行う対象案件です。 

令和 7 年 3 月 31 日 

    支出負担行為担当官 

       海上保安庁総務部長 服部 真樹 

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13 

〇特船契第 1114 号  

１ 調達内容 

(1) 品目分類番号 77 

(2) 購入等件名及び数量 

  測量船拓洋中間検査 

(3) 調達案件及び仕様等 仕様書による。 

(4) 履行期限 令和 8 年 3 月 27 日 

(5) 履行場所 請負造船所 

(6) 入札方法 総価で行う。落札者の決定に当た



2 
 

っては、入札書に記載された金額に当該金額の

10％に相当する額を加算した金額（当該金額に１

円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする｡)をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約金額の110 分の100 に相当する金額を入

札書に記載すること。 

(7) 電子調達システムの利用 本案件は、電子調

達システムで行う対象調達案件である。なお、電子

調達システムによりがたい者は、紙入札方式参加

願の提出をもって紙入札方式に代えるものとする。

その他詳細については、入札説明書による。 

２ 競争参加資格 

(1) 予算決算及び会計令(以下「予決令」という｡)

第 70 条の規定に該当しない者であること。なお、

未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締

結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特
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別の理由がある場合に該当する。 

(2) 予決令第 71 条の規定に該当しない者である

こと。 

(3)  令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格

（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」 の

Ａ，Ｂ，Ｃ又はＤ等級に格付けされ、関東・甲信越

地域の競争参加資格を有するものであること。 

(4) 当該部局において指名停止の措置を受け、指

名停止期間中でない者。 

(5) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支

配する者又はこれに準ずるものとして、国土交通

省発注の公共事業等からの排除要請があり、当該

状態が継続している者でないこと。 

(6) 電子調達システムによる場合は、電子認証

（電子証明書）を取得していること。 

(7) 競争参加資格の申請の時期及び場所「競争参

加者の資格に関する公示」（令和 5 年 3 月 31 日付

官報）に記載されている時期及び場所で申請を受
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け付ける。 

３ 入札書の提出場所等 

(1) 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ

先 政府電子調達（ＧＥＰＳ） 

https://www.geps.go.jp/ 電子調達システムヘ

ルプデスク ＴＥＬ0570-000-683 

(2) 入札方式による入札書等の提出場所、契約条

項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合

わせ先 〒100－8976 東京都千代田区霞が関２

－１－３ 海上保安庁総務部政務課予算執行管理

室 第二契約係長 作田 充 電話 03－3591－

6361 内線 2830 

(3) 入札説明書の交付方法 仕様書等（入札説明

書含む）の交付は、当庁ホームページの「調達情報」

の「入札・落札等の状況」から、ダウンロードする

こと。 

https://www.kaiho.mlit.go.jp/ope/tyoutatu/ty

outatu.html 
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また、郵送により交付を希望する者はＡ４判用紙

が入る返信用封筒（宛先を明記する｡)並びに重量

200g に見合う郵便料金に相当する郵便切手又は国

際返信切手券を添付して(2)の係に申し込むこと。 

(4) 電子調達システム及び紙入札による競争参

加のために必要な証明書等の受領期限 

 令和 7 年 4 月 10 日 17 時 00 分 

(5) 電子調達システムによる入札及び紙入札に

よる入札書の受領期限 

 令和 7 年 4 月 30 日 17 時 00 分 

(6) 開札の日時及び場所  

 令和 7 年 5 月 1 日 13 時 30 分 場所は海上保

安庁入札室 

４ その他 

(1) 本調達案件は令和７年度の予算成立を条件

とする。 

(2) 契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨。 



6 
 

(3) 入札保証金及び契約保証金 免除 

(4) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格

のない者のした入札及び入札に関する条件に違反

した入札。 

(5) 契約書作成の要否 要。 

本業務は、契約手続にかかる書類の授受を電子調

達システムで行う対象業務である。 

なお、電子調達システムによりがたい場合は、発注

者の承諾を得て紙契約方式に代えるものとする。 

(6) 落札者の決定方法 予決令第 79 条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者

とする。 

(7) 手続きにおける交渉の有無 無 

(8) その他 詳細は、入札説明書による。 

 

５ Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the 
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procuring entity: HATTORI Maki, Director 

General, Administration Department, Japan 

Coast Guard. 

(2) Classification of the services to be 

procured: 77 

(3) Nature and quantity of the products or 

service to be purchased or required.: 

Regularly repair service of hydrographic 

survey vessel TAKUYO. 

(4) Fulfillment limit:  27.March.2026. 

(5) Fulfilment place: The shipyard which will 

contract for repair. 

(6) Qualifications for participating in the 

tendering procedures; Supplier eligible for 

participating in the proposed tender are those 

who shall; 

(a) not come under Article 70 of the Cabinet 

Order concerning the Budget, Auditing and 
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Accounting. Furthermore, minors, Person under 

Conservatorship or Person under Assistance 

that obtained the consent necessary for 

concluding a contract may be applicable under 

cases of special reasons within the said 

clause; 

(b) not come under Article 71 of the Cabinet 

Order concerning the Budget, Auditing and 

Accounting; 

(c) have Grade A to D level of interest in 

Offer of service in Kanto・Koshinetsu area in 

terms of the qualification for participating 

in the tenders by the Ministry of Land, 

Infrastructure, Transport and Tourism (Single 

qualification for every ministry and agency) 

in the fiscal years, 2025･2026･2027. 

(d) The person who is not being suspended from 

Transactions by the request of the officials 
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in charge of contract. 

(e) not be the business operators that a 

gangster influences management substantially 

or the person who has exclusion request from 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport 

and Tourism is continuing state concerned. 

(7) Time-limit for tender;  

17:00,30.April.2025. 

(8) Contact point for the notice: SAKUTA 

Mitsuru, Contract and Accounts Office, Budget 

Division, Administration Department, 

Japan Coast Guard, 2-1-3, Kasumigaseki 

Chiyoda-ku, Tokyo, 100-8976 Japan. TEL 03-

3591-6361 ext. 2830 



契約番号： 特船契第　1114　号
契約件名：

項目及び構成

１　契約担当官等
２　調達内容
３　競争参加資格
４　入札参加申込手続き
５　入札書及び関係書類の提出場所等
６　その他

測量船拓洋中間検査

別紙－1　入札書（海上保安庁様式）
別紙－2　技術審査関係資料（様式１から様式５）
様式－１　紙入札方式参加願
様式－２　紙契約方式承諾願
様式－３　確認書（電子入札参加申し込み用）
様式－４　電子証明書変更承諾申請書
様式－５　期間委任状
様式－６　都度委任状
別冊　契約書（案）
別冊　仕様書

入　札　説　明　書

（最低価格落札方式）



１　契約担当官等

２　調達内容

(内線4484)

⑹　入札方法
　　原則として、当該入札の執行において入札執行回数は２回を限度とする。
　　なお、当該入札回数までに落札者が決定しない場合は、原則として予算決
  算及び会計令第９９条の２の規定に基づく随意契約には移行しない。
　　また、電子調達システムにより難い者は、発注者に紙入札方式参加願及び
　　紙契約方式承諾願を提出して紙入札方式、紙契約方式に代えるものとする。
　　落札者の決定は、最低価格落札方式をもって行う。
　①　入札者は、一切の経費を含め契約金額を見積もるものとする。
　②　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に
　　相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、そ
　　の端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするので、入
　　札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
　　るかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を
　　記載した入札書を提出しなければらない。
　③　入札者は、入札説明書、仕様書等を熟覧のうえ入札しなければならない｡
    この場合において入札説明書、仕様書等について疑義があるときは、入札
    書受領の締め切り前までに関係職員の説明を求めることができる。
⑺　入札保証金及び契約保証金　　免　除

令和8年3月27日

仕様書のとおり
　⑶　納入期限

03-3591-6361
海上保安庁装備技術部船舶課　小野

 　海上保安庁の調達契約に係わる入札公告 (令和7年3月31日付） に基づく入札につ
いては、会計法（昭和22年法律第35号）、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）、契
約事務取扱規則（昭和37年大蔵省令第52号）等に定めるもののほか、この入札説明書によるも
のとする。

支出負担行為担当官
海上保安庁総務部長　服部　真樹

入　　札　　説　　明　　書

　⑷　履行場所
請負造船所

　⑸　仕様説明会の日時等
仕様説明会は実施しない。
　なお、仕様内容について質疑等がある場合は、下記へ連絡すること。
仕様書等に関する問い合わせ先
　　〒100-8976　東京都千代田区霞が関２－１－３

　⑴　契約件名
測量船拓洋中間検査

　⑵　契約内容



３　競争参加資格
⑴

⑵ 　予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。
⑶

⑷

４　入札参加申込手続き
⑴ 　申込方法

期間委任状について
ａ

ｂ
ｃ
ｄ
ｅ

　技術審査の対象であるため、証明書等の受領期限までに上記２（５）に技術審査に書類を

　入札参加希望者は、４（５）の各書類を各提出先に持参又は郵送すること。（電子調達シ
ステムにより提出するものは除く）
　なお郵送にて提出する場合は、提出期限までに提出先に必着すること。（郵送の場合は、
配達証明が確認できるものに限る）
　また、代表者から委任を受けている者（以下「受任者」という）が入札を行う場合は期間
委任状（様式５）又は都度委任状（様式６）を入札参加手続きまでに提出する（当該委任に
係る委任者及び受任者が同じであり、かつ委任事項に変更がない限り、あらかじめ入札等に
関する委任状を提出することにより、当該年度に限り、委任状をその都度提出することを省
略することができる。この場合において、特定の入札等に関してのみこれと異なる代理人を
選任して委任することは認めない｡)。

　入札、見積についての権限及び契約締結についての権限が委任されていなければなら
ない。

　予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている
者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

　令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格審査）において「役務の提
供等」 のＡ，Ｂ，Ｃ又はＤ等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する
者であること。(ただし指名停止期間中にあるものは除く。)
　なお、競争参加資格を有しない者で当該入札に参加を希望する者は速やかに資格審査申請
を行う必要があるので下記５⑵へ問い合わせること。

　警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として国土交通省
公共事業等からの排除要請があり当該状態が継続している者でないこと。

　電子入札においては、復代理は認めない。
　委任期間は当該年度内を限度とする。
　代表者及び受任者の記名・押印された委任状（書面）の提出とする。
　原則として期間委任状の委任期間中の都度委任状の提出は認めない。



⑵ 　電子調達システムによる証明書等の送信方法

⑶ 　ファイル圧縮方法の指定

⑷

⑸

各提出書類の提出先は次のとおりです。

⑹ 　証明書等審査結果の通知
令和7年4月15日 までに電子調

達システム又は文書等により通知する。

1 一太郎 jtd形式のもの
2 Microsoft Word docx形式またdoc形式のもの

　電子調達システムによる入札参加の申込みを行う場合の使用アプリケーション及びバー
ジョンの指定及び、保存するファイルの形式は次のいずれかとする。

番号 使用アプリケーション 保存するファイル形式

　ファイルを圧縮して送信する場合は、LZH又はZIP形式とする。（自己解凍方式は不可）

　ファイル容量が大きく電子調達システムにより証明書等を送信できない場合証明書等の
ファイル容量が10MBを超える場合には、電子調達システムによる入札参加申し込みに必要な
「確認書」及び「資格審査結果通知書（写）」のみを、１つのファイルとして（例えばPDF
形式のファイル）まとめたものを、電子調達システムから送信し、それ以外の証明書等につ
いては、直接５(2)の契約係担当者に手渡すこと。
　直接手渡すことができない場合は、郵送又は民間事業者による信書の送達に関する法律
（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第９項に規
定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便（以下「郵送等」という。）に
よる提出をすることができる。この場合、事前に５(2)にその旨を連絡すること。
　なお、参加資格確認後は、入札参加申込者に対して電子調達システムにより通知又は確認
通知書を送付する。

　証明書等の提出期限 令和7年4月10日 17時00分

４⑴により提出された証明書等の審査結果を、

3 Microsoft Excel xlsx形式またxls形式のもの

4 その他のアプリケーション

PDFファイル
画像ファイル(JPEG形式及びGIF形式)
上記に加え特別に認めたファイル形式

・確認書（電子入札用）（電子調達システムにより提出）
・資格審査結果通知書（写）（電子調達システムにより提出）

〇電子調達システムにより入札参加する場合

〇紙入札により入札参加する場合

・紙入札方式参加願（紙入札用）（提出先下記5（2））
・資格審査結果通知書（写）（提出先下記5（2））



※

※

５　入札書及び関係書類の提出場所等
⑴

⑵ 　入札書等の提出場所及び契約条項を示す場所及び問い合わせ先

作田　充
内線 2830

⑶ 　入札説明書（仕様書等添付）の交付期間
令和7年3月31日 から まで

⑷ 　入札書の提出期限
令和7年4月30日

⑸ 　入札書の提出方法
①　電子調達システムによる場合

ア 　入札書の様式は、電子調達システムによるものとする。
イ 　入札書等の記載事項

　 ａ 　契約件名は、定められた件名を記載するものとする。
ｂ
ｃ

ウ 　入札書等の提出
ａ

ｂ

②　紙による入札の場合
ア 　入札書の様式は、別紙－1によるものとする。
イ 　入札書等の記載事項

　 ａ

ｂ

c
d

令和7年4月10日

17時00分

　入札者は、特に指示ある場合を除き、総価で入札しなければならない。
　入札書等は、電子調達システムの入力画面上において作成するものとする。

電子調達システム又は紙入札方式参加願による入札参加申込手続きをとらなかった場合は、
入札に参加できないので注意すること。

　入札参加申込手続き後に辞退する場合は、開札日までに「入札辞退書」を５⑵へ提出する
こと。
なお、入札辞退書等は下記アドレスにて公開しているのでダウンロードして提出すること。
http://www.kaiho.mlit.go.jp/ope/tyoutatu/youshikitou.html

　入札書は電子調達システムにより提出すること。
  ただし、発注者に紙入札方式参加願を提出した場合は紙により提出すること。
電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ先
　　　 政府電子調達システム 　　　https://www.geps.go.jp/
       電子調達システムヘルプデスク　　 TEL  0570-000-683

東京都千代田区霞が関２－１－３
海上保安庁総務部政務課予算執行管理室第二契約係長

℡03-3591-6361

　入札書に記載する日付は、入札書を提出する日とする。
　入札書には、入札者の住所及び氏名を記載しなければならない。

（電子認証書を取得している者であること。）

　入札書等は、電子調達システムにより、当該入札公告した期限までに到達する
ように提出しなければならない。

　電子入札に利用することができる電子証明書は、資格審査結果通知書に記入さ
れている者（以下「代表者」という。）又は代表者から入札・見積権限及び契約
権限について期間委任により委任をうけた者の電子証明書に限る。

　契約件名は、定められた件名を但しがきのあとに記載するものとする。

　入札者は、特に指示ある場合を除き、総価で入札しなければならない。



e

ウ 　入札書等の提出
ａ

ｂ
ｃ

エ 　郵送により提出する場合

⑹ 　入札の無効
①

ア 　委任状が提出されていない代理人のした入札
イ

ウ

エ 　金額を訂正した入札
オ 　誤字、脱字などにより意志表示が不明瞭である入札
カ

キ

ク

ケ

②

　受任者（以下「代理人」という）が入札を行う場合は、代理人の住所、氏名
（法人にあっては、所在地、法人名及び代理人の役職、氏名）を記載し、代理人
の印鑑を押印しなければならない。以下、記載例による。
【記載例】
　　海保株式会社　代表取締役（社長）　○○　○○　代理
　　東京都千代田区霞ヶ関２－１－３
　　海保株式会社　東京支店（又は○○部）
　　支店長（又は○○部長）○○　○○　印

　入札書は、別紙の様式にて作成し、封筒に入れ、かつ、その封皮に「法人名等
及び契約件名、開札年月日、「入札書在中」」を朱書するものとする。

電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。

　同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は2人以上の代理をした者の入札

　競争参加資格の確認のための書類などを添付することとされた入札にあっては、提
出された書類が審査の結果採用されなかった入札

　競争参加資格のあるものであっても、入札時点において、海上保安庁次長から指名
停止措置を受け、指名停止期間中にある者のした入札

　電子入札参加者は、電子証明書を不正使用等してはならない。
　不正使用等した場合には当該電子入札参加者の入札への参加を認めないことがある。
　なお、当該入札に関し入札権限のある他の電子証明書に変更しようとするときは、電
子証明書変更承諾申請書（様式４）を提出すること。
　また、電子証明書変更承諾申請書には変更後の電子証明書の企業情報登録画面を印刷
したものを添付すること。

入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取り消しをすることができな
い。

　支出負担行為担当官等あて郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の伝達に関す
る法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若しくは同
条第９項に規定する特定信書便事業者（以下「一般信書便事業者等」という。）の提
供する同条第２項に規定する信書便（以下「信書便」という。）の役務のうち、書留
郵便に準ずるものとして一般信書便事業者等おいて当該信書物（同法第２条第３項に
規定する信書便物をいう。）の引き受け及び配達記録をした信書便。）にすることが
できる。
郵送する場合においては、二重封筒とし、表封筒には「入札書在中」の旨を記載し、
中封筒に入札書を入れ、かつ、その封皮に「法人名等及び契約件名、開札年月日、
「入札書在中」」を朱書するものとする。ただし、入札書の提出期限までに到達する
ように提出しなければならない。

　本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者に求
められる義務を履行しなかった者の提出した入札及び次の各号の１に該当する入札は無
効とする。

　所定の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付又は提供しない者のした入札

　記名（外国人又は外国法人にあっては、本人又は代表者の署名をもって代えること
ができる。）を欠く入札

　公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を乱し、若しくは不正の利益を得るた
めに連合した者の入札



⑺ 　入札の延期等

⑻ 　開札の日時及び場所

令和7年5月1日

海上保安庁入札室

⑼ 　開札
①　電子調達システムによる場合

ア

イ

②　紙による場合
ア

イ

③

④

⑤

６　その他
⑴ 　契約手続に使用する言語及び通貨　　日本語及び日本国通貨

⑵ 　入札者に要求される事項

⑶ 　落札者の決定方法
①

　入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行するこ
とができない状態にあると認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、若しく
は入札の執行を延期し、又はこれを取り止めることがある。

日時： 13時30分

　入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに
応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書等を提示しなければならない。

　入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することができな
い。

　入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、契約担当官等が特にやむを得ない
事情があると認めた場合のほか、開札場を退場することができない。

　入札者等は、入札公告等で定められた要件を証明した書類を指定した期限までに提出しな
ければならない。
　また、開札日の前日までの間において、契約担当官等から当該書類に関し説明を求められ
た場合には、それに応じなければならない。

　本入札説明書に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であって、本入札
説明書３の競争参加資格及び仕様を満たすことのできることの要求要件をすべて満た
し、当該入札者の入札価格が予算決算及び会計令第79条の規定に基づいて作成された予
定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者
とする。

　ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に
適合した履行がされないおそれがあると認められるとき、又はその者との契約を締結す
ることが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認め
られるときは、予定価格の制限の範囲内をもって入札した者を落札者とすることがあ
る。

場所：

　開札及び開披（以下「開札等」という。）は、入札等執行事務に関係のない職員を
立ち会わせてこれを行う。

　開札等は、原則として、入札者又はその代理人が出席して行うものとする。
　この場合において、入札者等が立ち会わないときは、入札等執行事務に関係のない
職員を立ち会わせてこれを行う。

　開札等をした場合において、入札金額のうち予定価格の制限に達した価格の入札が
ないときは、原則として引続き再度入札を行う。
　ただし、契約担当官等がやむを得ないと認めた場合には、契約担当官等が別途指定
する日時に再度入札を行う。

　開札等をした場合において、入札金額のうち予定価格の制限に達した価格の入札が
ないときは、原則として引続き再度入札を行う。
　ただし、契約担当官等がやむを得ないと認めた場合には、契約担当官等が別途指定
する日時に再度入札を行う。



②

③

ア

イ

ウ

④

⑤

⑷ 　契約書の作成（ただし、契約金額が150万円を超えない場合は省略することがある）

①

②

③

④

⑤

⑸

　調査基準価格を下回った入札を行った者は、契約担当官等の行なう調査、事情聴取等
に協力しなければならない。

　「電子調達システム」による電子契約を行う場合、電子調達システムで定める手続に
従い、契約書を作成しなければならない。なお、電子調達システムによりがたい場合
は、発注者の承諾を得て紙契約方式に代えるものとする。
　紙契約方式の手続をする場合は、紙契約方式承諾願（電子、紙入札共通）を落札決定
後に上記5（2）へ提出すること。

　契約担当官等は、落札者を決定したときは、その翌日から７日以内にその旨を落札者
とされなかった入札者に電子調達システム又は書面により通知する。
  ただし、開札に立ち会った参加者については、書面による通知を省略する。

　競争入札を執行し、落札者を決定したときは、当該落札者とすみやかに、契約書を取
り交わすものとする。

　本入札は、低入札価格調査制度を採用し、調査基準価格（当該契約の内容に適合した
履行がなされないおそれがあると認められる場合の基準となる価格をいう。）を下回っ
た入札を行なった者については、調査を行なったうえで落札とするか否かを決定するも
のとする。

　契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者
が契約書の案に記名押印し、さらに契約担当官等が当該契約書の案の送付を受けてこれ
に記名押印するものとする。

　上記②の場合において契約担当官等が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約
の相手方に送付するものとする。

　契約担当官等が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定し
ないものとする。

　電子入札参加者側の障害により入札書受付締切時間又は開札時間を延長する場合の基準及
び取扱い

　電子入札参加者側の障害により電子入札ができない旨の申告があった場合は、障害の内容
と復旧の可否について調査確認を行うものとする

　すぐに復旧できないと判断され、かつ下記の各号に該当する障害等により、原則として複
数の電子入札参加者が参加できない場合には、入札書受付締切予定時間及び開札予定時間の
変更（延長）を行うことができるものとする。
①天災
②広域・地域的停電
③プロバイダ、通信事業者に起因する通信障害
④その他、時間延長が妥当であると認められた場合
（ただし、電子証明書の紛失・破損、端末の不具合等、入札参加者の責による障害であると
認められる場合を除く）
　変更後の開札予定時間が直ちに決定できない場合においては、その旨をすべての電子入札
参加者に電話等で連絡するものとし、開札日時が決定した場合には、その旨を全ての電子入
札参加者に電話等で連絡するものとする。

　電子調達システムでは、入札参加者の利便性向上のため、電子くじ機能を実装してい
る。電子くじを行うには、入札者が任意で設定した000～999の数字が必要になるので、
電子入札事業者は、電子調達システムで電子くじ番号を入力し、紙入札事業者は、紙入
札方式参加願に記載するものとする。
　落札者となるべき同価格の入札をした者が２人以上あり、くじにより落札者の決定を
行うこととなった場合には、以下のとおり行うものとする。

　同価格の入札をした者が電子入札事業者のみの場合
　電子入札事業者が入力した電子くじ番号を元に電子くじを実施のうえ、落札者を決
定するものとする。

　同価格の入札をした者が電子入札事業者と紙入札事業者が混在する場合電子入札事
業者が入力した電子くじ番号及び紙入札事業者が紙入札方式参加願に 記載した電子
くじ番号を元に電子くじを実施のうえ落札者を決定するものとする。

　同価格の入札をした者が紙入札事業者のみの場合
　その場で紙くじ（又は電子くじ）を実施のうえ落札者を決定するものとする。



⑹

⑺ 支払条件は履行完了後、一括払いとする。

⑻

⑼

⑽

⑾ 本調達案件は令和７年度の予算成立を条件とする。

「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（令和４年９月１
３日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・連絡会議決定）を
踏まえて人権尊重に取り組むよう努めること。

　発注者側の障害により電子入札書受付締切時間又は開札時間を延長する場合の取扱い

　発注者側の障害が発生した場合は、電子調達システム運用主管組織（総務省）と協議し、
障害復旧の見込みがある場合には、電子入札書受付締切予定時間及び開札予定時間の変更
（延長）を行い、障害復旧の見込みがない場合には、紙入札に変更するものとする。
　障害復旧の見込みがあるが、変更後の開札予定時間が直ちに決定できない場合において
は、その旨を全ての電子入札参加者に電話等で連絡するものとし、開札日時が決定した場合
には、その旨を全ての電子入札参加者に電話等で連絡するものとする。

　上記によるもののほか、この一般競争入札に参加する場合において了知かつ、遵守すべき
事項は、「海上保安庁入札・見積者心得」によるものとする。
　    https://www.kaiho.mlit.go.jp/ope/tyoutatu/tyoutatu.html

　入札者は、入札後、この入札説明書、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立
てることはできない。



　

 

 一金

ただし

 　

入札・見積者心得及び入札説明書等を承諾の上、入札します。

令和　　　年　　　月　　　日

　

　

　

　

　

　

（注）１.用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４判とする。

　 ２.金額は「アラビア」数字で記入する。

商号又は名称

別紙-1

入　札　書

測量船拓洋中間検査

住　　所

連絡先１：

連絡先２：

代表者氏名

支出負担行為担当官
　　海上保安庁総務部長　殿

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：



　

 
（ 特船 1114 ）

 １．発注件名　

　上記の案件は、電子調達システムを利用しての参加ができないため

 紙入札方式での参加をいたします。

資格審査登録番号(業者コード)

　 企業名称

企業郵便番号

企業住所

代表者氏名

代表者役職

電子くじ番号

（連絡先）

電話番号

メールアドレス

入札者

住　　所

企業名称

氏　　名

　

　

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

　 担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

※１．入札者住所、企業名称及び氏名欄は、代表者若しくは委任を受けている場合は

　　その者が記載、押印する。

　２．電子くじ番号は、電子くじを実施する場合に必要となるので、000～999の任意の

　　３桁の数字を記載する。

支出負担行為担当官
　　海上保安庁総務部長　殿

様式-1

紙入札方式参加願

測量船拓洋中間検査

令和　年　月　日

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）



（ 特船 1114 ）

　

 

 １．件　名　

　上記の案件は、電子調達システムを利用しての契約ができないため、

 紙契約方式での手続きをいたします。

住 所

商号又は名称

代 表 者 氏 名

　

　

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

　　 担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

（連絡先は２以上記載すること）

様式-2

紙契約方式承諾願

測量船拓洋中間検査

令和　年　月　日

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

支出負担行為担当官
　　海上保安庁総務部長　殿



会社名等

部署名

確認者

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

は、本入札に使用するＩＣカード券面の番号を記入してください。

（担当者連絡先）※押印省略する場合も、担当者のメールアドレスは必ず記載してください。

担当者名：

電話番号：

メールアドレス：

（様　式-３）　一般競争入札方式

○宛　　　　　先：　海上保安庁　総務部政務課　予算執行管理室　契約係

確    認    書

件　名：測量船拓洋中間検査

本案件については、「電子入札方式」により参加します。

                  　

　　　　　 令和    年    月    日

電子入札方式により参加する方

【ＩＣカード券面の番号】 「シリアルナンバー（ＳＮ）」、「ＩＤ」などの項目に続く

１０数桁の数字・英字（例：14桁、16桁）

【取得者名】

（左つめで記入。「スペース」分も左詰めで記入。枠不足の際は、追加してください。）

＊今回限定した上記のICカード以外を以後において使用した場合、「無効」の入札となることがあります。

＊上に記入する「数字・英字」等は、誤記のないように十分留意してください。



様式-４

２．変更後の電子証明書番号

３．変更理由

住所
氏名

※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：

担当者（会社名・部署名・氏名）：

連絡先１：

連絡先２：

支出負担行為担当官
  　海上保安庁総務部長　　殿

　上記については承諾します。

電子証明書変更承諾申請書

１．発注件名：

測量船拓洋中間検査

  上記案件について、電子調達システムにより入札に参加することとしていますが、使用している電子証明書
について上記理由により開札までの間に使用できなくなることから、電子証明書の変更を承諾されたく申請し
ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　支出負担行為担当官

　　　　　　　　　　　　　　　　海上保安庁総務部長



　入札参加者は、入札手続きの開始以降、使用していた電子証明書について、電子証明書発
行機関の電子証明書の利用に関する規約上の失効事由が生じた場合又は有効期限の満了に
より開札までの間に使用することができなくなることが確実な場合において、当該入札に関し入
札権限のある他の電子証明書に変更しようとするときは、発注者に電子証明書変更承認申請
書（様式３）を提出するものとする。この場合において、電子証明書変更承諾申請書には、変更
後の電子証明書の企業情報登録画面を印刷したものを添付することとする。
　発注者（海上保安庁）は、変更後の電子証明書に関して入札権限等に問題がないことが確認
できる場合についてのみ変更を承諾します。



様式-５                                                                       

期　間　委　任　状

 受任者

   　住  所

   　氏  名

   　使用印

 私は上記の者を代理人と定め

 下記の権限を委任します。

 委任期間    令和    年    月    日から

 　          令和    年    月    日まで

 委任事項

 

 令和    年    月    日

委任者　住所

商号又は名称

代表者氏名  　    　　       

支出負担行為担当官

海上保安庁総務部長　服部　真樹　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（契約締結に係る権限を委任する場合は押印の省略を不可とする。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先は２以上記載すること）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本件責任者（会社名・部署名・氏名）：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者（会社名・部署名・氏名）：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先１：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先２：



様式-６

都　度　委　任　状

 受任者

   　住  所

   　氏  名

   　使用印

 委任事項

1

 令和    年    月    日

委任者　住所

商号又は名称

代表者氏名  　    　　        

支出負担行為担当官

海上保安庁総務部長　服部　真樹　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※以下は押印を省略する場合のみ記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（契約締結に係る権限を委任する場合は押印の省略を不可とする。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先は２以上記載すること）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本件責任者（会社名・部署名・氏名）：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者（会社名・部署名・氏名）：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先１：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先２：

 私は上記の者を代理人と定め

「件名：測量船拓洋中間検査 」に関する下記の権限を委任します。



 

令 和 ７ 年 度 

特 船 契 第 1 1 1 4号 
 
 
 
 
 
 
 
 

船舶修繕請負契約書  
 
 
 
 
 
 
 
 

 



船 舶 修 繕 請 負 契 約 書 

 

１． 修 繕 物 件 名  測量船拓洋中間検査 

    ただし、仕様書及び図面のとおり。 

 

２． 請 負 金 額   金              円也 

     うち取引に係る消費税額及び地方消費税額  金            円   

       

３． 履 行 期 限   契約締結日の３日後から令和８年３月２７日までの連続する３０日以内  

請負者は契約後、海上保安庁装備技術部船舶課船舶整備企画室と協議し、修理期間を決定するものとする。 

    検査記録の提出期限は、各船の修理完了後３０日以内に提出するものとする。 

ただし、最終提出期限は令和８年３月２７日とする。（提出先は本庁分、本船分共に本庁とする） 

 

４． 修繕場所及び引渡場所 請負造船所（検査記録等の提出先は海上保安庁） 

 

５． 契 約 保 証 金   免除 

 

上記修繕について、支出負担行為担当官 海上保安庁総務部長 服部 真樹 を発注者 とし、 

請負者を                   として、次の条件により請負契約を締結する。 

 

 

 

 

 

収 入 
印 紙 



（総  則） 

第１条 受注者は、別紙仕様書及び図面（以下「仕様書等」という。）に基づき、引渡期限までに、頭書の修繕物件を完成して、その結果を引渡場所 

において、発注者に引き渡すものとし、発注者は、これに対し、受注者に請負代金を支払うものとする。 

 

（仕様書等の解釈等） 

第２条 仕様書等について疑義を生じたとき又は仕様書等に明記されていない事項については、発注者受注者協議して定めるものとし、受注者は、そ

の他軽微なものについては、発注者又は監督すべきことを命ぜられた職員（以下「監督職員」という。）の解釈若しくは指示に従い、請負金額の範

囲内において施行するものとする。 

２ 受注者は、修繕工程表及び修繕費内訳明細書を発注者に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

（監督職員） 

第３条 発注者は、監督職員を命じたときは、その官職及び氏名を受注者に通知するものとする。 

２ 受注者は、監督職員の監督の実施について、必要な費用を負担するものとする。 

３ 受注者は、他の条項に定めるもののほか、監督職員から監督の実施について必要な資料の提出又は提示を求められた場合にはこれに応ずるものと

する。 

４ 受注者は、監督職員から立ち会いを求められた場合は、これに応ずるものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第４条 この契約により生ずる権利又は義務は、これを第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、発注者の書面による承諾を得た場合は、

この限りでない。 

２ 修繕物件又は修繕現場に搬入した検査済み修繕材料は、これを第三者に売却若しくは貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供してはならない。

ただし、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合には、この限りでない。 

 

（一括再委託等の禁止） 

第５条 受注者は、業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委任し又は請け負わせてはならない。 



２ 前項の「主たる部分」とは、業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断等を言うものとする。 

 

（代理人等に関する措置要求） 

第６条 発注者又は監督職員は、現場代理人その他受注者の代理人（下請負人は代理人とみなす。以下同じ。）、主任技術者、使用人又は労務者等でこ

の契約の履行につき著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対し、事由を明示して、必要な措置をとるべきことを求めることができ

る。 

 

（特許権等の使用） 

第７条 受注者は、修繕の施行について、特許権その他第三者の権利の対象となっている方法を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負う

ものとする。 

 

（材料の検査等） 

第８条 受注者の負担に属する修繕材料は、発注者が特に指定したものを除き、その使用前に監督職員の検査を受けなければならない。この場合にお

いて、発注者は、受注者が検査を受けなかったとき又は検査に合格した材料以外の材料を使用したときは、使用後であっても、これを取り替えさせ

ることができるものとする。 

２ 受注者は、材料検査の結果合格となった材料等と検査未済又は不合格となった材料等とに区分する措置をとるとともに、不合格となった材料等を

良品とすみやかに取り替えなければならない。 

３ 受注者は、材料検査に合格した材料等であって、修繕場所にあるものを監督職員の承諾を受けることなく当該場所から持ち出してはならない。 

４ 受注者は、船底その他完成後外部から容易に見ることのできない部分の修繕について、発注者が指示したときは、発注者又は監督職員の立ち会い

の上施行するものとする。ただし、この場合において、監督職員がやむを得ない理由により立ち会えない場合は、受注者は監督職員の指示により、

施行を証明することができる見本、写真その他の資料を監督職員に提出し、その確認を受けなければならない。 

５ 受注者が前項の規定に違反して施行したときであって、発注者又は監督職員が指示するときは、受注者は、施行箇所の撤去、再施行等所要の措置

をとらなければならない。 

 

 



（官給品等） 

第９条 発注者は、修繕用として仕様書等に記載する官給品（貸与品を含む。以下「官給品等」という。）を発注者の指定する場所及び日時に受注者

に交付する。この場合において、受注者は、その官給品等の交付を受けた都度受領書を発注者に提出し、善良な管理者の注意をもってこれを保管し、

かつ、その費用を負担するものとする。 

２ 受注者は、天災地変等の不可抗力又は発注者の責めに帰すべき事由によらないで官給品等が亡失若しくは損傷し、又はその返還が不可能となった

ときは、発注者の指定する方法により弁償するものとする。 

３ 受注者は、官給品等を仕様書等に基づいて使用し、修繕の完成又は契約の変更、若しくは解除等によって不用となったものは、その内容を明らか

にした書類を作成し、監督職員（監督職員不在の場合は検査職員）の確認を受けて発注者に提出するとともに、発注者の指定する時期及び場所にお

いて、発注者に返還しなければならない。 

 

第１０条 受注者は、指定品として仕様書等の記載する修繕材料については、これら以外のものを使用することができないものとする。 

 

（仕様書等に不適合の場合） 

第１１条 受注者は、修繕の施行が仕様書等に適合しない場合において、監督職員が材料等の取替え、施行箇所の撤去又は再施行等の指示をした場合

には、これに従わなければならない。この場合において、受注者は、請負金額の増額又は引渡期限の延期を請求することはできないものとする。 

 

（第三者の作業の実施） 

第１２条 発注者は、第２０条による修繕物件の引渡し前に、第三者にこの修繕物件に対し他の作業を実施させることがあるものとする。この場合に

おいて、受注者は、監督職員の指示に従い、当該修繕の施行者と相互協調して修繕の進捗を図るものとする。 

２ 受注者は、前項の場合において、自己の修繕の施行上不便をきたすことがあっても、発注者に対し、異議の申出又は賠償を請求することができな

いものとする。 

 

（廃材等の処置） 

第１３条 受注者は、修繕の施行により発注者の所有に属する撤去品又は官給品等について廃材等を生じたときは、その内容を明らかにした書類を作

成し、監督職員（監督職員不在の場合は検査職員）の確認を受けて発注者に提出するとともに発注者の指定する時期及び場所において、これを発注



者に引き渡さなければならない。 

２ 受注者は、前項の廃材等を、発注者が引き取るまでの間、無償で保管するものとする。 

 

（行政庁に対する手続） 

第１４条 受注者は、修繕について、行政庁の検査、検定等を必要とするときは、自己の費用をもって、当該行政庁に対する必要な手続をするものと

する。 

 

（物価変動等による請負金額の変更） 

第１５条 物価変動その他改定又は予期することのできない事由に基づく経済情勢の激変等により、請負金額が著しく不適当であると認められるに至

った場合は、発注者受注者協議して、これを変更することができるものとする。 

 

（修繕の変更等） 

第１６条 発注者は、その都合により修繕を変更し、又は一時その施行を中止し、若しくはこれを打ち切ることができるものとする。 

２ 前項の場合において、請負金額を増減する必要があるときは、修繕費内訳明細書に記載する単価により、これによりがたいとき又は所定の引渡期

限を伸縮する必要があるときは、発注者受注者協議して、その金額を増減し、若しくは引渡期限を伸縮するものとする。 

 

（引渡期限の変更等） 

第１７条 発注者は、その都合により引渡期限又は引渡場所を変更することができるものとする。 

２ 前項の場合において、請負金額を増減する必要があるときは、発注者受注者協議して、その金額を増減するものとする。 

 

（終了通知及び検査） 

第１８条 受注者は、修繕終了予定日の１５日前までに、修繕終了予定日を書面により発注者に通知するものとする。 

２ 発注者は、前項の通知を受けたときは、検査を行うべきことを命じた職員（以下「検査職員」という。）により、修繕終了予定日（この日以後に

おいて受注者が検査をなすべき日を指定したときは、その日）から１５日以内（以下「検査期間」という。）に、仕様書に指定した方法その他発注

者の適当と認める方法により検査を行うものとする。ただし、天災地変その他やむを得ない事由により検査をすることができない期間は、検査期間



に算入しないものとする。 

３ 発注者は、検査職員を命じたときは、その官職及び氏名並びに検査時期及び検査場所を受注者に通知するものとする。 

４ 受注者は、第２項の検査に立ち会うものとする。この場合において、受注者が立ち会わないときは、発注者は、単独で検査を行い、その結果を受

注者に通知するものとし、受注者は、これに対して不服を述べることができない。 

５ 受注者は、検査職員から検査の実施について必要な書類又は物件の提示若しくは提出又は説明を求められた場合には、これに応ずるものとする。 

６ 受注者は、検査職員から修繕の重要な部分について完成後直接確認することができないものについて、当該部分の施行の状況を説明することがで

きる見本、写真その他の資料の提示又は提出を求められた場合には、これに応ずるものとする。 

７ 受注者は、検査職員の指示に従い、修繕物件の運転、操作その他検査に必要な作業をし、別に定めのあるものを除きその費用を負担するものとす

る。 

８ 修繕物件が不合格となった場合において、その不合格部分の手直し期間は、発注者が指示する期間とし、その検査期間は、発注者が受注者から手

直しを終了した旨の通知を受理した日（この日以後において受注者が検査をなすべき日を指定したときは、その日）から起算する。 

 

第１９条 次に掲げる場合には、検査のため必要な限度において破壊検査を行うことができるものとする。 

（１）仕様書に指定されているとき。 

（２）前条第６項の資料による確認ができなかったとき、その他修繕の施行について疑うに足りる相当の理由があるとき。 

（３）その他検査を行うため検査職員が特に必要があると認めるとき。 

２ 仕様書等に指定がある場合又は検査職員が必要があると認める場合には、理化学試験により検査を行うことがあるものとする。 

 

（修繕物件の引渡し） 

第２０条 受注者は、修繕物件が前２条の検査に合格したときは、遅滞なく、これを発注者に引き渡すものとする。 

 

第２１条 発注者は、修繕の一部が終了した場合において、その部分の検査を行い、合格部分の全部又は一部の引渡しを受けることができるものとす

る。 

２ 前３条の規定は、前項の検査及び引渡しについて準用する。 

 



（請負代金の支払） 

第２２条 発注者は、第２０条の規定により修繕物件の引渡し及び検査記録等の提出を受けた後、受注者が提出する適法な支払請求書を受理した日か

ら４５日以内(以下｢約定期間｣という。)に海上保安庁において、請負代金を受注者に支払うものとする。 

２ 発注者は、受注者から支払請求書を受理した後、その請求書の内容の全部又は一部が不当であることを発見したときは、その事由を明示して、こ

れを受注者に返付するものとする。この場合においては、その請求書を返付した日から発注者が受注者の是正した支払請求書を受理した日までの期

間は、約定期間に算入しないものとする。ただし、その請求書の内容の不当が受注者の故意又は重大な過失によるものであるときは、適法な支払請

求書の提出がなかったものとし、受注者の是正した支払請求書を受理した日から約定期間を計算するものとする。 

 

第２３条 削除 

 

（遅延利息） 

第２４条 発注者は、約定期間内に請負代金を支払わないときは、受注者に対し、遅延利息を支払わなければならない。 

２ 遅延利息の額は、約定期間満了の日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、年２．５パーセントとする。ただし、受注者が代金の受領を遅滞

した日数及び天災地変等やむを得ない事由により支払のできなかった日数は、約定期間に算入せず、又は遅延利息を支払う日数に計算しないものと

する。 

３ 前項の規定により計算した遅延利息の額が１００円未満であるときは、遅延利息を支払うことを要せず、その額に１００円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てるものとする。 

４ 発注者が検査期間内に検査を終了しないときには、検査期間満了の日の翌日から検査終了した日までの日数は、約定期間の日数から差し引くもの

とし、又検査の遅延した日数が約定期間の日数を超える場合は、約定期間は満了したものとみなし、発注者は、その超える日数に応じ、前３項の例

に準じて計算した金額を受注者に支払うものとする。 

 

（引渡期限の延伸） 

第２５条 受注者は、所定の期間までに修繕を完成してその物件の引渡しをすることができないときは、あらかじめ遅滞の理由及び完成引渡しの可能

な期日を明示して、発注者に引渡期限の延伸の承認を求めなければならない。 

２ 発注者は、前項の請求に対し、支障がないと認めたときは、これを承認するものとする。ただし、遅滞が天災地変その他受注者の責めに帰するこ



とのできない事由に基づく場合のほか、遅滞金を徴収する。 

 

（遅滞金） 

第２６条 前項第２項ただし書の規定による遅滞金は、延伸前の完成期限満了の日の翌日から修繕を完成して、その物件の引渡しをする日までの日数

に応じ、遅滞１日につき、請負金額（第２２条の規定により発注者が引渡しを受けた部分があるときは、この部分に対する代金を除した金額）の年

３パーセントとする。ただし、その総額が請負金額の１０分の１を超える場合は、その超過額は遅滞金に算入しないもとする。 

２ 前項の遅滞日数の計算については、検査期間が始まる日の翌日から発注者が検査に着手した日の前日までの日数は、これを遅滞日数に算入しない

ものとする。 

 

（臨機の措置） 

第２７条 受注者は、災害防止等のため特に必要と認める場合には、臨機の措置をとらなければならない。この場合において、受注者は、あらかじめ

監督職員の意見を求めるものとする。ただし、緊急やむを得ないときは、この限りでない。 

２ 受注者は、前項の場合において、そのとった措置につき、遅滞なく監督職員に報告しなければならない。 

３ 監督職員は、災害防止その他修繕の施行上緊急に必要な事項については、受注者に対し、臨機の措置をとることを求めることができる。この場合

において、受注者は、直ちにこれに応じなければならない。 

４ 第１項及び前項の措置に要した経費のうち、発注者受注者協議して請負金額に含めることを不適当と認めた部分については、発注者がこれを負担

するものとする。 

 

（危険負担） 

第２８条 修繕物件の引渡し前に発注者の責めに帰することができない事由により修繕物件及び修繕材料（以下「修繕物件等」という。）について生

じた損害は、次項に規定する場合を除き、受注者の負担とする。第２４条の規定により既済部分払をした場合の当該既済部分についても同様とする。 

２ 天災地変その他の不可抗力により修繕物件等に損害を生じた場合において、その損害が重大であり、かつ、受注者が災害防止のため必要な臨機の

措置をとる等善良な管理者の注意を怠らなかったと認められるときは、その損害は、発注者が負担するものとする。この場合において、損害額は発

注者受注者協議して定めるものとし、保険等その損害をてん補する金額があるときは、損害額からこれを控除するものとする。 

３ 修繕物件等を保険等に付している場合において、修繕物件等に損害を生じたときは、その損害が発注者の責めに帰すべき事由による場合であって



も、その損害が当該保険によっててん補されるときは、てん補額を限度として、受注者が負担するものとする。 

 

（契約不適合責任） 

第２９条 受注者は、修繕物件の引渡し後１年以内に、その物件が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」と

いう。）であることが発見されたときは、発注者の請求により、自己の費用をもってこれを修繕し、代替物を引渡し又は不足分を引渡さなければな

らない。また、その契約不適合によって生じた物件の滅失若しくはき損に対して、損害を賠償するものとする。 

２ 前項の規定により契約不適合を修繕する場合において、発注者の都合により受注者の工場で修繕をすることができないときは、発注者受注者協議

して、受注者の費用をもって他の工場で修繕をすることができるものとする。この場合において、この負担する費用は、受注者の工場において、修

繕をした場合に係る費用に相当する額を限度とする。 

３ 第１項の期間は、契約不適合が入きょ又は行政庁の検査を受検するとき以外に発見できないものであるときは、修繕物件の引渡し後１年以上１年

半以内において最初の入きょ又は検査終了の時までとする。 

 

（契約の解除） 

第３０条 発注者は、下記各号の一に該当するときは、この契約の全部又は一部を解除することができる。 

（１） 受注者から解約の申出があったとき。（第３２条による場合を除く。） 

（２） 受注者が引渡期限までに修繕を完成してその引渡しをしないとき又は引渡期限までに修繕を完成して、その引渡しをする見込みがないこ

とが明らかなとき。 

（３） 受注者が第４条及び第５条の規定に違反したとき。 

（４） 前各号のほか、受注者がこの契約に違反し、そのため発注者が契約の目的を達することができないとき。 

（５） この契約の履行について、受注者又はその代理人若しくは使用人等が不正の行為をしたとき又はこれらの者が発注者の行う検査若しくは

監督を妨げ、又は妨げようとしたとき。 

（６） 受注者が破産の宣告を受け、又は無能力者となり、若しくは居所不明となったとき。 

２ 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この項において同じ。）が次の各号のいずれかに該当するときは、

この契約を解除することができる。 
   （１） 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所



の代表者をいう。以下この条において同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴力団

対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 
   （２） 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められると

き。 
   （３） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する

などしたと認められるとき。 
  （４） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、

若しくは関与していると認められるとき。 
  （５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 
  （６） 下請契約その他の契約に当たり、その相手方が第一号から第五号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した

と認められるとき。 
  （７） 受注者が、第一号から第五号までのいずれかに該当する者を下請契約その他の契約の相手方としていた場合（第六号に該当する場合を除

く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 
                                                

３ 受注者は、第１項第１号から第５号までの場合において、違約金として、解約部分に対する請負金額の１０分の１に相当する金額を発注者に支払

わなければならない。ただし、第１項第１号又は第２号の場合において、受注者の責めに帰することのできない事由があるときは、この限りでない。 

４ 第２項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、請負代金額の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期

間内に支払わなければならない。 
 

第３１条 発注者は、前条に定める場合のほか、自己の都合により、修繕の終了前に、この契約の全部又は一部を解除することができる。この場合に

おいて、発注者は、受注者に損害が生じ解約後３０日以内に請求があるときは、その損害を賠償するものとする。 

２ 前項の損害額は確証のあるものを限度として、発注者受注者協議して定めるものとする。 

 

第３２条 受注者は、第１６条の規定による修繕の変更のため請負金額が２／３以下に減少したとき又は同条の規定による修繕中止の期間が契約期間

の１／２以上に達したときは、この契約を解除することができる。 



第３３条 前３条の規定により、この契約の全部又は一部が解除された場合において、受注者が第２３条の規定により、既済部分について代金の一部

の支払を受けているときは、発注者に対し、その全部の金額を発注者の指定する期日までに返納しなければならない。 

２ 発注者は、既済部分の全部又は一部が発注者の利用に適するものであり、かつ、発注者において必要とするときは、修繕費内訳明細書に記載した

単価により算出した金額（これによりがたいときは発注者受注者協議して定めた金額）の代価をもって、既済部分を取得できるものとする。 

３ 第１８条、第１９条、第２２条及び第２４条の規定は、前項の取得部分の検査、引渡し、請負代金の支払及び遅延利息について準用する。 

 

（相殺等） 

第３４条 この契約により発注者が受注者から収得すべき遅滞金、返納金、違約金等がある場合において、発注者が該当金額と相殺することができる

債務を受注者に対し有するときは、これを相殺するものとする。 

２ 前項の規定により相殺を行っても、なお発注者において収得金がある場合又は発注者が遅滞金、返納金、違約金等を徴収する場合において、受注

者は、発注者の指定する相当の期限までにこれらの金額を支払わないときは、発注者に対し、遅延利息を支払わなければならない。ただし、当該収

得金、遅滞金、返納金又は違約金が１，０００円未満の場合は、この限りでない。 

３ 第２４条第２項及び第３項の規定は、前項の遅延利息について準用する。この場合において、同条第２項中「年２．５パーセント」とあるのは「年

３パーセント」、同項ただし書中「受注者」とあるのは、「発注者」と、第３項中「１００円」とあるのは「１円」と読み替えるものとする。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第３５条 受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、契約額（この契約締結後、契約額の変更が

あった場合には、変更後の契約額）の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(1) この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。) 第３条の規

定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、

独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」とい

う。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第 63 条第２項の規定により取り消された場合を含む。） 

 (2) 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業

者団体（以下「受注者等」という。に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていないと

きは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において同じ。）において、この契約に関し、独占禁止法第３



条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

  (3) 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期

間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委

員会が受注者に対して納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を

除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

 (4) この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治 40年法律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89

条第１項若しくは第 95条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、

年３パーセントの割合で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

 

（紛争の解決） 

第３６条 この契約の履行について、発注者受注者間に紛議を生じたときは、発注者受注者協議して解決するものとする。 

 

（秘密の保全） 

第３７条 発注者及び受注者は、この契約の履行に際し知得した相手方の秘密を第三者に漏らし、又は利用してはならない。 

２ 前項の規程は、受注者の責任の下、その業務の一部を請け負わせようとする協力会社及び下請会社等まで及ぶものとする。 

 

（特約条項） 

第３８条 本契約については、別紙特約条項を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 



 

 

以上契約を証するため、この証書２通を作成し、発注者受注者各１通を保有する。 

 

令和 年 月 日 

 

 

住    所 東京都千代田区霞が関２-１-３ 

             発注者 

氏    名  支出負担行為担当官 

海上保安庁総務部長 服部 真樹 

 

住    所  

             受注者           

氏    名  

  

 

  

 

 

 

 

 

 



別紙 

特 約 条 項 
 

発注者、受注者は本契約書総則第１条に定める仕様書等では対応できない、新たな修繕実施について、次の特約条項を定める。 
 
第１条 発注者又は受注者は、本契約書総則第１条に定める仕様書等では対応できない、不具合を発見した場合、発注者が任命する監督職員（以下、

「監督職員」と言う。）と受注者による事前調整を経た後、受注者から発注者が指定する書面（以下「指定書面」と言う。）に当該不具合の修繕に要

する概算見積額を記載の上、監督職員あて報告し、その実施について協議するものとする。 
 
第２条 発注者は前１条の報告・協議を受け、当該修繕の必要があると判断した場合は、報告・協議を受けた指定書面にて、発注者が指定する職員（以

下「主任監督職員という。）から受注者あて実施を指示するものとし、受注者が当該指示を承諾する場合、発注者が実施を指示した指定書面を主任

監督職員あて提出するものとする。なお、それぞれの指示、承諾は監督職員を介して行うものとする。 
 
第３条 前２条に基づき行う手続きは、当初契約の変更契約として実施するものとし、その都度手続きを行うこととする。ただし次の各号によるもの

とする。 
 １ 発注者は指示した仕様変更を全て整理した確定仕様書を発注者が任命する検査職員による検査実施前までに作成し、受注者へ提出しなければな 

らない。 
 ２ 発注者・受注者は変更契約に伴う請負金額を、本契約の引渡期限後原則として４０日以内に確定しなければならない。 
   ただし、発注者受注者が協議して別の期日を定めた場合は、この限りでない。 
 
第４条 修繕が引渡期限内に完了せず遅滞金が発生する場合の起算日は引渡期限の翌日をその起算日とする。 
 
第５条 契約変更に伴う請負金額は、０．●●●％（少数点四桁以下切り捨て）の比率を乗じた額を基に発注者、受注者協議のうえ確定するものとす

る。ただし、本特約条項第３条第２号に定める期日までに協議が整わない場合は発注者が提示する額をもって、請負金額の確定とする。 



測量船拓洋中間検査

仕 様/書

海上保安庁装備技術部船舶課

令和 7年 3月



総則

1 この修理は、船舶安全法その他関係法令に基づいて施工し、所要の検査に合格しな
ければならない。
また、検査に関する手続きは請負者が行い、その検査申請に当っては、検査職員の
確認を受けてから行 うものとする。
なお、管海官庁に受理された船舶検査申請書の写しを検査職員及び船舶課に提出す
るものとする。/

2 この修理の施工に当っては、監督職員の監督を受け、検査職員の検査に合格 しなけ
ればならなしχ

3  この修理に使用する材料は、この仕様書で指示する場合を除き、現在使用 している
材料と同等の品質又はそれ以上のものを使用するものとする。
また、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 (グ リーン購入法)に基づ
く環境物品等の調達の推進に関する基本方針において、特定調達品日として定められ
ているものにあっては、同基本方針の「判断の基準」及び 「配慮事項」に適合する材
料を使用する。
なお、船舶安全法等の規定により、本基準に従 うことが困難な場合にあっては、監督
職員の指示により処理するものとする

`

4 請負者は、受検日程等を記載した工程表を検査職員及び船舶課に提出し、その承認
を受けなければならない。/

5 この修理の施工に当り、撤去品等が発生した場合は、監督職員の指示により適法に
処理するものとする。

この修理期間中、本船の保安及び災害防止並びに安全管理については、直接本船乗

組員の責めに帰すべき場合を除き、請負者がその責めに任ずるものとする。

この修理期間中請負者は、本船の自活用の電力及び飲料水を供給するものとする。

なお、その使用料については、協議のうえ別途契約するものとする/。

8  この修理期間中請負者は、修理のために必要な、ほう炊及び居住の代替施設を供給
するものとする♂

9す
蒼
払いは、測量船拓洋の修理完工後 (検査記録等の書類提出を含む)、 一挿払いと

′
０
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11

測量船拓洋の修理期間は、契約締結 日の 3日 後から令和 8年 3月 27日 までの間の
連続する 30/日 以内とし、落札者は契約後、海上保安庁装備技術部諮舶課船舶整備企
画室と協議のうえ修理期間を決定するものとする。
なお、修理のための各船の基地出港日は修理開始前の ,日 以内、基地帰港 日につい
ては引渡期限の 3′日以内とする¨

検査記録の提出期限は、各船の修理完了後 30日 以内に提出するものとする。
ただし、最終提出期限は令和 8年 3月 27日 とする。 (提出先は本庁分、本船分共
に本庁とする)



目次

1。 測量船拓洋中間検査 仕様書



第一章  船体部
1 船体入 出渠及び離接岸

(1)主 要 目

総 トン数   2,497ト ン｀

全長      96. 051n、

幅       14. 20:m、

深 さ     7.30m｀

(2)滞 架 日数

本修理にかかる滞架 日数は 6日 とする。

(3)要領等
ア 入出渠は、次の事項等に十分配慮 し安全確実に行 う。

(ア )入渠要領図及び前回入渠時の盤木位置図を参照すゑ。

(イ )入 出渠に伴 うトリム等の調整は、船体局部に過大な荷重が加わることのない

よう慎重に行 うものとし、入渠後の清海水の排水及び トリム等の調整用清海水

の注水を行 う̀。

なお、入渠前のタンクコンディション調整は乗員が行 うものとする。

(ウ )前回入渠時の盤木位置図、ログ、音測等の船底付機器類、シーチェス トの配

置等を潜水夫等により調査及び確認す る。

イ 離接岸は、十分な曳船を使用 し安全確実に行 う。
ヴ 盤木位置図を2部 (本庁船舶課及び本船に各 1部。以下同じ。)提出する。

2 居住区等の防汚処置

修理仕様に指示するほか、次の防汚処置を本修理開始前に施工 し、本修理完了後、同処

置を撤去の うえ掃き掃除を行どう。

(1)各室赤
ビニールシートでカバーする。(各出入口踏板部を́含む。)

操舵室′          50ポ 、

通信区画            22ポ 、

第一観測室         138r、

第一公室  ́         45威

第二公室  ́          57ポ 、

第 1食器室            6ポ 、

第 2食器室            8ポ ・

機関操縦裏           65ポ

(2)各 通路床
ビニールシー トでカバーする。 (暴露部の通路を除き、各出入口踏板部を含む。)

航海船橋甲板廊室  `      1ぽ ,

船橋 甲板通路  `        10ピ ｀



船首楼甲板通路、        50」 ヽ

上甲板通路          70ポ ｀

下甲板通路
｀          60ポ

｀

(3)各 階段ヽ

ステ ップ部は合板及び ビニールシー トで、ケコミ板、手招部等はビニールシー トでカ

バーす る。 (暴露部の階段を除 く。)

航海船橋甲板～船橋甲板、     1箇 所  4ポ

船橋甲板～船首楼甲板
｀     1箇 所  3ポ

船首楼 甲板～上甲板
｀
      2箇 所  5ぶ

上甲板～下甲板  ヽ       3箇 所  6ご

(4)各 室椅子、ソファ、テーブル

ビニールシー トでカバーする。

操舵室椅子-          2脚 ヽ

通信区画椅子・         7脚 ｀

第一観測室椅子        11脚 、

第一公室椅子          26脚 ヽ

第二公室椅子          40脚 ｀

機関操縦室椅子・        2脚 ヽ

通信区画 ソファ・        1脚 ヽ

第一観測室 ソフア        3脚 、

第一公室ソファヽ          1脚 ヽ

第二公室 ソファ  `        1鳳

通信区画テーブル  `       1個 、

第一観測室テーブル
・      1個 `

第一公室テーブル
｀       4個 ｀

第二公室テーブル
・       7個

′

3 船底外板、

船底外板 (舵 、 シャフ トブ ラケ ッ ト、 ビル ジキール等の付加物並びにシーチ ェス ト及び

バウスラスタ蓋、 トンネル内を含む。)について、次の清掃等を行う。
整備に必要な足場の架設、撤去は付帯 とし、整備により生 じたかき殻類は適法に処理

する。

(1)清 掃、清水洗い

塗分線下外板  ́                      1760ぽ .

(2)塗 膜不良部手入れ″                      176ぽ

ディスクサンダーによるδ

(3)塗 装
プライマー エポキシ樹脂系_     タッチア ップュ回      193ピ



A/C′    エポキシ樹脂系′     タッチアップ 2回       193r
A/p   カロ水分解型/      総塗装    2回      1760ポ
(4)表 示

喫水マークの表示                 2回 ン        ー式

(5)そ の他ノ

ア シーチェス ト付格子は取外 し、手入れ、塗装後復旧する。
イI 船底送受波部は内部の水を排出 した上で清掃 し、以下の塗料を刷毛で 1回塗装

するЪ

マルチ ビーム測深機送受波部 (浅海用) シリコン樹脂系防除塗料´

その他の送受波部 (カ バープレー ト) Aノ F カロ水分解コξ
表面音速度計センサー部        塗装 しない

ウ:船 底送受波部及び表層探査装置送受波部のカバープ レー トはウェス等で清掃 し

旧被膜除去後取 り外 し、プ レー ト内区画の清掃、タッチアップ後、シール し復 旧

する。́

ボル トやプ レー ト外縁のシ リコン充填が剥離 している場合は充填 を行 う′。

プレー ト内区画の海水または清水の排水、注水は付帯 とす る。

工 塗料は塗料メーカーが定める塗料要領等に従い施工 し、AノFの膜厚は 2年仕様 と

する。́

オ 使用 した AノC等 の塗料の製造所、製品名、使用量を明記 した報告書を 2部提出

する。ヽ

(6)防 汚処置等
ア 清掃及び塗装中における船底送受波部、電磁 ログ並びにプロペ ラ翼の防汚処置は

十分に行 うδ

イ 排水管の本栓による閉鎖等、排水による外板の水漏れ防止を行 うヽ。

4 船側外板

船側外板について、次の清掃及び塗装を行 う。ヽ

なお、舷窓 (50個 )ハ ン ドレールチェーン (約 51m× 3条 ×両舷 )、 甲板等の防汚処

置を十分に行 うょ

く清掃及び塗装範囲等>

塗分線上の船側外板の清掃及び清水洗い、      約 910ポ、

エポキシ系プライマ T/U× 1回 、       約 220静

A/C(変 性エホ°キシ樹脂 HB)T/U× 2回      約 220麒

上塗 り(フタル酸樹脂系)T/U× 2回 1        約 220ピ

船名、番号、 S字章、 JCG等 の標示_        一式

(1)ブ ル ワーク外面の清掃、清水洗い、手入れ及び塗装を含む。

(2)船名、番号、 S字章、 JCG等 (約 42ポ 、フタル酸樹脂系塗料 (青 、マンセル5PB3ノ 8)上

塗)の標示は 2回 塗装する。
｀



(3)塗 装箇所 は乗員指示 によるも

5 船底保護亜鉛陽極

次の船底保護陽極 (保護亜鉛又は保護アル ミ)について、 日視確認 し、結果を監督職

員に速報する。

船尾管のガッ ト、ガー ドプ レー ト等の取外 し、復旧は付帯 とする。

ビルジキール            300× 150× 50  24個 ヽ

舵板及びラダーホーン        300× 150× 50  12個
シャフ トブラケ ッ ト

｀        300× 150× 50  12個 t

シーチェス ト  `         300× 150× 5σ    7個
バ ウスラスタ蓋

｀         300× 150× 50   4個
バ ウスラスタ トンネル‐      200× 100× 50・    4個

船尾管軸受部及びボス部  ヽ     150×  70× 30・  32個 ヽ

機関室等内底・          300× 150× 50   9個

6 諸タンク

(1)清 水タンク

ア 次のタンクのマンホールを開放 し、清水洗浄、ローズボックスの解放清掃、乗

員による点検、マンホールパ ッキン (ネ オプ=レーン 5t)取 替え、復旧する
`

タンク内の酸素検知、照明装置及び足場の架設、撤去は付帯 とす るf

第 1、 清水タンク         90.43m3 (マ ンホール 2個 )

第 2ヽ 清水タンク         90.43m3 (マ ンホール 2個 )

第 3清水タンク         49.43m3 (マ ンホール 2個 )

第 4ヽ 清水タンク         49.43m3 (マ ンホール 2個 )

第 5清水タンク         35.55m3 (マ ンホール 2個
・
)

イ 次のタンク (置 タンク)の マンホールを開放 し、清掃、乗員による点検、マン

ホールパ ッキン (ネ オプレーン 5t)取 替え、復 旧する
1。

清水圧カタンク 〔置〕 2｀個     1.00m3 (マ ンホール各 1個 )

夕 各測深管、張込管及び吸引管の下端部並びに同下船底外板の点検を行デ。
工 各清水タンクに清水を補給し、 24時間経過後、水質検査を実施する」
(合格証明書 2部提出)

(2)油 タンク

ス 次のタンクのマンホールを開放 し、清掃、乗員による点検、受検 (圧 力試験を

含む。)、 マンホールパ ッキン (ネ オプ レーン 5t)取 替え、復 旧する
|。

タンク内のガスフリー、ガス検知、照明 。換気装置及び足場の架設、撤去は付帯

とする。`

ビルジ溜タンク          7.72血 3 (マ ンホニル 1個 )



分離汚油タンク          7.5｀ 3m3 (マ ンホ‐ル 1個 )
イヽ 各測深管、張込管及び吸引管の下端部並びに同下船底外板の点検を行 う。

ウ
｀
各タンクの残油の移送は乗員作業 とする

・
。

ゴ 整備により生 じたスラッジは適法に処分 し、廃油については協議する・。

7 汚物管等‐

(1)次 の汚物管を高圧洗浄する。
汚物管内の洗浄水は陸揚げ廃水処理する。ヽ

第 1便所～管付き波止弁  `       100A× 約 9mヽ

第 2便所～三方切替弁～管付き波上弁・   100A× 約 4m・

第 3・ 第 4・ 女性用便所汚物集合管・    100～ 150A× 約 7m

上記集合管～三方切替弁～管付き波上弁    150A× 約 4m

(2)三 方切替弁 (100A× 1個 、 150A× 1個 )を 取外 し、解放、清掃、点検、招

合せ、フランジパ ッキン (ネ オブ レーン 3t)取 替え、復 旧す る́。

(3)次 の汚物管付波止弁を取外 し、開放、清掃、点検、招合せ、受検、フランジパ ッキ
ン (ネ オプ レーン 3t)取 替え、復 旧する。

第 1,第 2便所船外排出用   (弁 符号 SL-101V) 100A× 2個

第 3,第 4便所船外排出用   (弁 符号′SL-151V) 150A× ■個

8坊
両舷舵 (流線型半平衡吊舵×2)の 清掃、点検、舵軸と軸受の間隙計測を行い、受検し

復 旧す る。

計測 に際 して必要な足場 の架設及び撤去 を行 テ。

グ リス給油装置及び同管系の作動確認 、給油 を行う 。

計測記録表 2部 を提 出す る。

9 排水設備

(1)船 底 ビルジ等排出用のローズボックスを解放 し、清掃、点検、受検、復旧す る。

(2)次 の船底弁、波止弁を取外 し、開放、清掃、点検、招合せ、受検 (最高航海喫水

線以下で船外に通 じるものに限る。)、 フランジパ ッキン (ネ オプレーン 3t)

取替え、復旧する
`。

ビルジタンク用  (弁符号 SC- 40V) 40A× 1個 (第 10予備室)

調理室用
・́   (弁 符号 SC-127Ⅵ )125A× 1個 (第 10予備室 )

食器室丹     (弁 符号 SC- 81V) 80A× 1個 (第 2乗 員室 )

洗濯室丹     (弁 符号 SC-101V)100A× 1個 (補機室 )

観測準備室ノ用   (弁 符号 SC- 65V) 65A× 1個 (主機室 )

洗面所用´   (弁 符号 SC-102V‐ )100A× 1個 (第 3観測士室う

予備室用ノ   (弁 符号 SC- 81プ ) 80A× 1伯 (第 1乗員室)



主任室用     (弁 符号 SC-126V)125A× 1個 (補機室 )

浴室用      (弁 符号 SC-126V・ )125A× 1個 (汚物処理室 )
第 6空調用.  (弁 符号 CS- 26V・ ) 40A× 1個 (第 5乗1員室 )
AUV庫 空調用′ (弁符号 CA-102V) 40A× 1個 (油 圧ユ́ニ ッ ト室 )

糧食用冷凍機用  (弁符号 CS- 45V・ ) 40A× 1個 (FR52空 所 )
CSエ ア抜き用  (弁符号AP- 46V) 40A× 1個 (FR52空 所 )
塩分測定装置用  (弁符号 CS- 65V) 65A× 1個 (FR52´′空所 )
CSエ ア注入用  (弁符号 CA- 14V) 15A× 1個 (音測区画 )

空気圧縮機用   (弁 符号 CS-  lV) 65A× 1個 (空気圧縮機室 )

消防ポンプ用   (弁 符号 FM- 17V)125A× 1個 (舵取機,室 )

CSエ ア注入角  (弁符号 CA- 14V> 15A× 1個 (空気屁縮機室 )

(3)詰 ま りが発生 している第 Q系 統空調装置の冷却海水管 (出 口側)に ついて、上架の

際に出口側から高圧洗浄をイLう 。

詰まりが解消しなかった際は、本船又は船舶課に速報する。

10 錨・鍛鎖
<要 目>

主錨 :2,135kg

主錨及 び錨鎖 を渠底 に繰 出 し、配列 、清水洗浄、シャ ックル解放、錆 の粗落 し、各部計測

(ケ ンター シャ ックルの寸法及び嵌合部の間隙計測 を含む。)、 指示す る錨鎖の交換 (本船

支給 )、 受検、涯青質防錆塗料 2回塗装、指示す る錨鎖の振替 、節マー ク (半節マー クを

含む。)表 示、復 旧す る。 (計測記録表 2部提 出)錨鎖根止 め部 の解放 、手入れ、復 旧は付

帯 とし、シャックルのテーパー ピン (請負業者手配  SUS)20本 は取替 える。

主錨′ 2 1 3 5kg×  2個

錨鎖   44φ × 20連 (短鎖 2連 を含む。)

11 救命設備

膨脹式救命いかだ (FRN― SN-15(15人 用)2013年 2月 製_2台、 RF_D

一TOY025MK4(25人 用)2013年 2月 製 4台 )に ついて、整備認定事業場等

による次の法定点検整備を行い、受検、復旧する。 (整備記録表 2部提出 )

(1)外観点検
(2)ガ ス充気装置の点検 /
(3)ぎ 装品の点検/

(4)荷 重試験‐

(5)耐圧試験～

(6)漏 えい試験´

(7)安 全弁の作動試験

(8)乗 込台の機能確認



(9)自 動離脱装置の外部点検、作動試験′

(10)積 付け等の検査/

(11)自 動索及びもやい綱取替え

(12)高 圧ホース取替え′

12 消防設備″

(1)次 の消火装置の受検準備等を行い、受検、復旧する。 (点検記録表 2部提出 )
射水消火装置の 2条の射水試験、属具の配列及び復 旧は乗員作業 とする。

ア/ 固定式泡消火装置

泡原液の容量等確認

送水管の通水試験
‐

4 自動スプ リンクラ装置

作動試験′

え 火災探知装置/

探知器、警報装置の作動試験´

工 その他の消防装置´

積付数量及び積付方法の確認

自蔵式呼吸具のガス量計測、可聴警報装置等の効力試験

(2)非 常用消火ベンプ (柏 汽船産業  EP-35-SM 90m3ノ h× 70m)の 開

放、点検を行い、交換部品等が必要になった場合は船舶課に速報するτ

13 ミランダ式ボー トダビット
左舷測量艇用 ミランダ式ボー トダビッ トについて、次のメーカー整備を行 う。

【製造者】

テクノアルファ開 マリン・環境機器グループ

東 京都 品川 区西 五反 田 2-27-4/

TEL03-3492-7679/

【点検内容】

(1)ラ ンチングス トロープ 2組 4本 のシャックル、吊り金具の X線検査を行 うど

(2)ワ イヤーの 日視点検を行 )。

(3)X線 検査記録、検査成績証を 2部発行するご

14′ 効力試験等

次の効力試験等を実施 し受検する。

索類、航海用具の配列及び復 旧は乗員作業 とする。

(1)閉 鎖装置、舷窓等の外観検査

(2)水密戸等の開閉試験´

(3)機 関室内その他の場所における排水試験



(4)索 類、航海用具の現状確認
(5)船 灯類の断線警報の効力試験又は点滅試験
(6)汽 笛の吹鳴試験′

(7)揚 貨装置の外観検査、荷役記録簿等確 1認

(8)満 載喫水線の標示等

(9)AFS条 約にかかる船底防汚方法の確認

(船舶構造規則第 64条 に適合すること)

(10)海 防法に関する受検

15 検査・計測記録等

本仕様に基づ く船体部の次の検査・計測記録等は、取 りまとめの うえ 2邦製本 し、本庁船

舶課及び本船に各 1部提出す る′。

1(3〉  盤木位置図
3(5)  塗料報告書
5´    船底保護陽極計測記録表

6(1)′  水質検査合格証明書、

8ィ     軸受間隙計測記録表・

10    錨鎖計測記録表、

11(1) 救命設備整備記録表
11(2)｀ 整備記録表 ヽ

11(3) 膨脹式救命いかだ整備記録表
12    消防設備点検記録表‐

1ざ     効力試験受検記録
14    X線 検査記録、検査成績証



第 章 略幾関部

1 左舷主機 【分割中検】

型        式

製    造    所

出 力 × 回 転 数

シ リンダ数 ×径 ×工程

6S40B

富士テレーセ
゛
ル

1912kW× 3401nin‐ 1

6Cyl〕κ400mΠL× 580mIIl

士■十十士十士士十■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■士彙士膏■■■■十■■■■■士士士士十十■士十七■■■■
'■
■■■■■★■■

'■
■■■■■十士十

次のとおり開放、整備、受検、杢丑墨壺主主登.旦!墨,ユ■:証[重」i陸:Lを取替、組立調整、復旧

する。

(1、 )シ リンダカバイ                         6式

解放、清掃、点検、各弁装着面招合せ、組立調整、復 旧

水衣部薬品洗浄

ア 吸気弁                           6組

招合せ (機械加工を含む。)

イ 排気弁 (弁箱を含む。)´                    6組

招合せ (機械加工を含む。)

排気弁箱～シ リンダカバ招合せ

水衣部薬品洗浄
｀

ウ
・
燃料噴射弁ィ                        6,組

解放、清掃、点検、組立調整、復 旧

噴射圧力調整 (27.45MPa)イ

エ 指圧器弁・                         6組

招合ぜ

オ 始動弁                           6組

招合せ
′

力
・
動弁装置                          6組 ィ

解放、清掃、点検、タペ ッ トクリアランス調整、組立調整、復 旧

(2・)ピ ス トン、連接棒
`

ァ  ピス トン                            2組
`

抜出 し、解放、清掃、点検、組立調整、復 旧

ピス トンピン及び同軸受の解放、清掃、点検、組立調整、復 旧

ピス トン冷却室及び冷却管の薬品洗浄_

ピス トンピンメタル、クランクピンメタル受圧面のケルメッ ト露出状況確認

イ_連 接棒_                  2組 ′

解放、清掃、点検、組立調整、復 旧
´

クランクピン軸受の解放、清掃、点検、組立調整、復 旧 /

■■■■■■■■■■■■■■■■■十■士■膏士■■■■±■■■■■■■■■■士十十奮士±■■,十十±■,彙士士士士士士士士士士十士■士十膏±■■士士士士十■,■



ア

．イ

・
ウ

．

(3)カ ムケース及びギアケース

カム軸、カム、口‐ラ及び ローラガイ ドの 目視点検、受検

(4)燃 料噴射ポンプ

噴射時期調整

(5)付 属ポンプ (機付ポンプ )、

解放、清掃、点検、組立調整、復 旧

冷却清水ポンプ (渦巻、89.5m3ノh×・25m)

(6)過 給機 ,

解放、清掃、点検、組立調整、復 旧

水衣部薬品洗浄

(7)熱 交換器

解放、清掃、点検、組立調整、復 旧

海水流路清掃、薬品洗浄

空気冷却器 (112.1ポ 053.8ポ )

潤滑油冷却器 (30。 18′ r)

清水冷却器 (30。 18イ )

(陸揚を含む。
・
)

(8)ク ランク室、架構

ア クランク室

内部清掃、点検、復 旧

才 架構 ヽ

締付けボル ト緩み点検

(9)給 気管、排気管

解放、清掃、点検、管取付面招合せ、組立調整、復 旧
・

防熱覆い取外 し、復 旧は付帯 とす る。

(10)試験、計測 、
次の試験、計測を行 う。 (整備記録表 2部提出 )

,ア  圧力試験

(ア )シ リンダカィヾ        6式 ・
清水側 0.39MPa

(イ )過給機            1台  清水側 0。 39MPa

(ウ )空気冷却器‐        1個  海水側 0.39MPゴ

(工 )潤 滑油冷却器         1個  海水側 0。 39MPa

(オ )清水冷却器‐        1個
・
海水側 0。 39MPa・

イ 探傷検査 (磁気探傷 )

(ア )ピ ス トンピン        2本

(イ )連接棒           2本

(ウ )ク ランクピンボル ト     8本

ウ 探傷検査 (染色探傷)

(ア )シ リンダカバ・       6組

6個ヽ

1個

■ ム
エ ロ

2個

1個・

1個

空気側 0.39MPa

潤滑油側 0.39MPa

清水側 0。39MPa



(イ
｀
)吸排気弁          6組 ・

(ウ )ピ ス トと          2個
(工 )過給機 ロータ1        1台

(オ )過給機 ノズル・ディフューザ・ 1式

(ガ)伸 縮継手・         1式
工 計測´

(ア )吸排気弁及びガイ ド間隙・

(イ)動弁装置軸受間隙‐

(ウ
′)吸排気弁シー ト部厚み及びシー ト部内径・

(工 )吸排気タペ ッ ト及び吸排気案内筒受間隙

(オ)ピ ス トン外径及び リング溝・

(力 )ピス トンリング (幅 、厚 さ及び突合せ間隙1)

(キ )ピ ス トンピン外径及び硬度

(ク )ピス トンブッシュ内径及び ピス トンピンホール内径

(ケ )ピ ス トン頂部間隙・

(コ )ク ランクピン外径メタル間隙・

(サ)ク ランク軸のデフレクション (解放前、復旧後及び海上試運転終了後 )・

(11)温度調整弁

解放、清掃、点検、組立調整、復 旧

ア 冷却清水温度調整弁
イ 空気冷却器温度調整弁

ウ 潤滑油温度調整弁‐

工 潤滑油温度調整弁調節計・

(12)こ し器・

ア 潤滑油第二こし器
エ レメン ト清掃、超音波清掃、点検、復 1日 (予備 1個 を含む。)・

(11)そ の他

ア 重量物の陸揚、保管及び積込

機関室の天蓋を取 り外 し、同パ ッキンを取 り替え、復 旧するL

(特記なき重量物等の陸_揚 を含む。)

イ 試運転立会い

(ア
‐)復 旧後、乗員が操縦す る係留運転及び海上運転に立ち会

″
う。

(イ1)そ の他乗員が行 う始動試験、警報試験、操縦場所切替試験、回転制御試験、翼角

制御試験、前後進試験及び危急停止試験に立ち会 う。

ウ 清掃

(ア )修理完了後、周囲の汚れを清掃 し、修理前の状態に復旧する
・
。

(イ)整備に伴い発生 した廃油、ビルジ、冷却清水等については、適法に処分するこ

また、汚損部の清掃を行 う。
・



2 1号 主発電原動機 【分割定検】
************************************** ****** ***** *******************************
型

製

出

造

力 × 回 転 速

式::6N165L‐ EW′

所 :ヤ ンマー

度 :530kW (720PS)× 12001miゴ・1

程 :6cyl× 165mnl× 232mmシ リンダ数 ×径 ×行

,*,■ ■ ■ ■ ,,彙 士 **,■ ■ *■ ,■ ■ ,■ ,■ ■ ■ ,黎 彙 ■ ■ ■ ■ ,■ ■ ■ ■ ,十 *■ ,■ ,■ ,,■ ■ ■ ,■ 十 ナ 十 十 ヤ ■ ナ 十 十 十 士 ナ ナ 十 十 ヤ ナ 十 ナ キ ■ ■ 黎 贅 *彙

次のとおり開放、整備、受検、杢」L立選」壁範弘組2_塾豊物」塁Lを取替、組立て及び復旧す

る。

(1)シ リンダカバ｀

ア シ リンダカバ                         6個

解放、清掃、点検、招合せ、組立調整

イ 吸気弁‐                         6個 ・

招合せ
・

ウ 排気弁,                         6個 ・

招合せ

工 燃料噴射弁・                       6個 、

燃料噴射弁のノズルチ ップを交換
・

噴射圧力調整 (34.0± 0.5MPa)及 び噴霧テス ト・

ホ 動弁装置・

解放、点検、清掃、タペ ッ トクリアランス調整、組立調整、復旧
´

(2)ピ ス トン、連接棒
ア ピス トン                           6個 .

抜出し、清掃、点検、薬品洗浄、組立調整、復旧‐

ピス トンピン及び同軸受解放、清掃、点検、組立調整、復旧

イ
・
連接棒                          6個 ・

解放、清掃、点検、組立調整、復 旧・

クランクピン軸受解放、清掃、点検、組立調整、復 旧.

ウ・ 連接棒小端部軸受用穴部及びクランクピンメタル招動面

目視点検´

メタルのオーバー レイ摩耗確認・

(3)シ リンダライナ ‐                     6個 ・

抜出し、清掃、点検・

水衣部 (架構側 も含む。)の 目視点検、防食塗装・

ライナ内面の 目視点検
‐

(4)燃 料噴射ポンプ

ア・ 開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧す る:

(潤 滑油ポンプ及び遮断弁 (招合せ)を 含む。)



イ・ ガバナ及び燃料油カム軸の玉軸受を取替えるぎ

ウ
'次 の箇所について、 日視点検を行 う。・

(ア )燃料油噴射ポンプ吐出弁及びばね案内・

(イ )燃料油噴射ポンプデフレクタプラグ‐

(ウ )・ ガバナコン トロールラックの戻 しばね

(工 )ガバナコン トロールラックの接続 ピン

エ・ 次の計測を行 う。・

(ア )ガ バナ駆動ギヤの背隙 .

(イ )ガバナシャフ トとスプライン継手の背隙

(ウ )カ ム軸のスラス トクリアランス ・

オ・ 機関取付け後の噴射時期調整及び噴射量調整は付帯 とする
`

(5)、 付属ポンプ
‐

ア´ 潤滑油ポンプ (機付 歯車  14.Om3ノ h)‐

(ア )開 放、清掃、手入れ、組立て及び復旧する・。

(イ )ヽ0リ ングを取替えるδ

(ウ )ヽ安全弁を招合せ る。・

(工 )次の箇所について、 日視点検を行 う。ヽ
aヽ ポンプ軸ブ ッシュ

bヽ 駆動歯車歯面
‐

c‐ 安全弁ばね‐

(オ )・ 次の計測を行 う。.

a 駆動歯車 と本体の隙間‐

bヽ 駆動歯車 と蓋の隙間
・

c・ 駆動歯車の背隙‐

′

` 
冷却清水ポンプ (機付 渦巻  22.Om3ノ h× 18m)

(ア )開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧するち

(イ )0リ ング及び回 り止めを取替えるこ

(ウ )メ カニカルシール、オイルシール及び玉軸受を取替えるも

(工 )イ ンペラー とインペラリングの隙間を計測す る・。

九 冷却海水ポンプ (機付 渦巻  26.Om3ノ h× 12m)

(ア )開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧する。ヽ

(イ )パ ッキン類、Oリ ング及び回 り上めを取替える.。

(ウ )メ カニカルシール、オイルシール及び玉軸受を取替える。

(工 )イ ンペラー とインペラリングの隙間を計測する。

■ 燃料油フィー ドポンプ (機付  ギヤ式 0.37m3/h× 20m)

(ア )開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧する。

(イ )パ ッキン類を取替える
「

(ウ )オイルシールを取替える。



(ゴ)軸 のシール当り部分について、磨耗を確認する1。

(6・ )過給機

ア 開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧す る。
イ パ ッキン類、Oリ ング及び回 り止めを取替える。
ウ 水衣部を薬品洗浄する。
工 次の箇所について、 日視点検を行 う。
(ア )ロ ーター各部  ・

(イ )軸受

オ` 次の試験及び計測を行 う。

(ア )染色探傷試験 (ロ ーター )

(イ )染色探傷試験 (ノ ズル )

(ウ )染色探傷試験 (ケ ーシング )

(工 )計測 (回 転部門隙 )

(7)熱 交換器
ア
｀
空気冷却器 (25m2)

(ア )開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧する・。

(イ )パ ッキン類を取替える。,

(ウ )空気流路及び海水流路を薬品洗浄する:

(工 )・ 保護亜鉛 を取替える。(

(オ y圧力試験を行 う。 (海水側 0.39MPa)

イ、 潤滑油冷却器 (4。 30m2)、

(ア ).開 放、清掃、手入れ、組立て及び復旧すると

(イ ).パ ッキン類及び 0リ ングを取替えるЬ

(ウ )・ 潤滑油流路及び海水流路を薬品洗浄する。

(工 )・ 保護亜鉛を取替えるδ

(オ )・ 圧力試験を行 う。 (海水側 0.39MPa、 潤滑油側 0.39MPa)

ウ 清水冷却器 (2.78m2).

(ア 〉開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧するざ

(イ )パ ッキン類及び 0リ ングを取替えるδ

(ウ 〉清水流路及び海水流路を薬品洗浄するざ

(工 )・ 保護亜鉛 を取替える。

(オ )・ 圧力試験 を行 う。 (海水側 0.39MPa、 清水側 0.39MPa)'

(8).諸 管

ア 吸排気管、燃料油 ドレン及び冷却清水集合管を開放、清掃、手入れ及び復 旧する:

(取付面招合せを含む。)・

イ・ 管内壁の腐食点検を行 う1。

ウ‐ 排気管伸縮継手について、染色探傷試験を行 う
′
。

ェノ 防熱覆の取外 し及び復旧は付帯 とする。1



(9)カ ム軸、タイ ミングギア
~

ア・ オイルパン、主軸受 (7組 )、 クランク軸及びオイルシール '

(ア )‐ 開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧する
｀
。

(イ )ク ランク軸前後部オイルシールを取替える。ヽ

(ウ )バ ランスウエイ トのダス トシールを交換するも

(工 )ク ランク軸のデフレクションを計測する。 (整備前及び復旧後 )

イ,タ イ ミングギヤ、カム軸及び吸排気タペ ッ ト

開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧する。

ウ。 次の箇所について、 日視点検を行 う。、

(ア )`主軸受メタル及び締付ボル ト
・

(イ )・ 主軸受スラス トメタル・

(ウ )・ タイ ミングギヤの歯当り
‐

(工 )カ ム・プ ッシュロッ ドと吸排気タペ ッ トの接触面

(オ )カ ム軸受メタノジ

(力 )カ ム軸受スラス トメタル

(キ )ク ランクケース内部
‐

r 次の箇所について、打音点検を行 う。
・

(ア )バ ランスウエイ ト取付ボル ト‐

(イ )・ クランク室架構締付ボル ト
‐

オ 次の試験及び計測を行 う。。

(ア )・ 染色探傷試験 (ク ランク軸 )・

(イ )1染 色探傷試験 (タ イ ミングギヤ )

(ウ )・ 計測 (ク ランク軸 と主軸受メタルの隙間 )

(工 )計測 (タ イ ミングギヤ歯面の背隙 )

(オ )計測 (タ イ ミングギヤ軸受の隙間 )・

(カ メ計測 (カ ム軸とカム軸受の隙間)

(10)そ の他・

ア、 各こし器

(アィ)燃料油こし器
a 開放、清掃、組立て及び復 旧するこ
b・ エ レメン トを清掃する。ヽ

(イ・)潤 滑油こし器 ヽ

a・ 開放、清掃、組立て及び復旧する。

b`エ レメン トを清掃する6

(ウ )ヽ過給機用潤滑油こし器
｀

al開 放、清掃、組立て及び復旧する・。

b′ エ レメン トを交換する。・

(工)潤 滑油遠心こし器 .



開放、清掃、組立て及び復旧するも

イ・ 潤滑油圧力調整弁・

(ア ).開 放、清掃、組立て及び復旧す る。 (復 旧後の潤滑油圧力調整を含む。)´

(イ )弁 ばねについて、 日視点検を行 う。 .

ウ・ 潤滑油温調弁及び清水冷却器付清水温調弁

開放、清掃、組立て及び復旧する。 (復 旧後の作動確認 を含む。),

二 重量物の陸揚げ、保管及び積込み ヽ

(ア )機関室の天蓋を取外 し、同パ ッキンを取替え、復 旧する。

(イ )特記なき重量物の陸揚げ及び積込みを含む。 ^

オ 試運転立会い。

復 旧後、乗員が操縦する試運転に立会 うと

九 その他
整備に伴い発生 した廃油等については、別途協議するも

また、汚損部の清掃を行 う。・

3′ 3号主発電原動機 【分割中検】
キヤキ**■ ■■■彙告キ*十 ■■■■■■■■*■■■■■■,■■■■■■キキ**,*■ ■キ十姜姜姜,■ ,キ ■,キ ■,キ ,■■■■■■,■ ■■■■■■■■*士 *士

型         式

製    造    所

出 力 × 回 転 速 度

シ リンダ数 ×径 ×行程

6:N165L‐EW・

ヤ ンマー、

530kW× 1200社 lin‐ 1

6cyl× 1651nln× 232rnln
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次のとおり開放、整備、受検、杢」量豊 自立LttL堕12_記重酸笙Lを取替、組立て及び復旧す

る。

(1)

ア ' 6個′

6個

6個

「
招合せ

工 燃料噴射弁                        6個

燃料噴射弁のノズルチ ップを交換

噴射圧力調整 (34.0± 0.5MPa)及 び噴霧テス ト

オ 動弁装置 ‐

解放、点検、清掃、タペ ッ トクリアランス調整、組立調整、復旧

(2)ピ ス トン、連接棒等 ヽ

ア ピス トン、連接棒及びクランクピン軸受 ‐

イ

　

　

ゥ

シリンダカバ
｀

シ リンダカバ
・

解放、清掃、点検、招合せ、組立調整

吸気弁・

招合せ・

排気弁



(ア )抜 出 し、開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する。

(イ )パ ッキン類、Oリ ング及び回 り止めを取 り替える。

(ウ )ピ ス トンリング及びオイル リングを取 り替える。

(工 )ピ ス トン冷却室を薬品洗浄する。

イ・ 次の箇所について、 日視点検 を行 う。

(ア )連接棒小端部軸受用穴部

(イ )・ クランクピンメタル招動面 (メ タルのオーバー レイ磨耗確認を含む。)

ウ・ 次の試験及び計測を行 う。

(ア )磁気探傷試験 (ク ランクピンボル ト)           24本

(イ )染色探傷試験 (ピ ス トン )｀                 6個 ・

(ウ )染 色探傷試験 (ピ ス トンピン )′               6個
・

(工 )染色探傷試験 (連接棒 )｀                  6個

(オ )染色探傷試験 (ク ランクピンボル ト)'           6個 '

(力 )計 測 (ピ ス トン外径 )｀                   6個 ・

(キ )計測 (ピ ス トンピンメタル内径 )｀               6個 ・

(ク )計測 (ピ ス トンピンとピス トンピンメタルの隙間 )｀      6個 ｀

(ケ )計測 (ピ ス トンピン硬度)'                6個 ‐

(コ )計測 (連接棒大端部内径 )｀                 6個 ・

(サ )計測 (ピ ス トンリング溝幅及び隙間)          各 6個

(3)燃 料噴射ポンプ ‐

ア・ 開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する (潤 滑油ポンプ及び遮断弁 (招合せ )

を含む。)。
｀

イ.ガ バナ及び燃料油カム軸の玉軸受を取替える。｀

ウ
。
燃料噴射ポンプエア抜きプラグを取替える。

｀

三 次の箇所について、 日視点検を行 う。

(ア )燃料油噴射ポンプ吐出弁及びばね案内

(イ )燃料油噴射ポンプデフレクタプラグ_

(ウ )ガ バナコン トロールラックの戻 しばねヽ

(工 )ガ バナコン トロールラックの接続 ピン
・

オ・ 次の計測を行 う。,

(ア )ガバナ駆動ギヤの背隙ヽ

(イ )ガバナシャフ トとスプライン継手の背隙

(ウ )カ ム軸のスラス トクリアランスヽ

力・ 機関取付け後の噴射時期調整及び噴射量調整は付帯 とする
｀
。

(4)・ 付属ポンプ

ア_潤 滑油ポンプ (機付 歯車  14.Om3/h),

(ア )開放、清掃、手入れ、組立調整及び復旧する:

(イ )パ ッキン類、0リ ング及び回 り止めを取替える。



(ウ )安全弁を招合せ る,。

(工 )次 の箇所について、 日視点検を行 う.。

a ポンプ軸ブッシュ `

b 駆動歯車歯面
c 安全弁ばね _

(オ )次 の計測を行 う。.

a・ 駆動歯車 と本体の隙間

b, 駆動歯車 と蓋の隙間 .

c・ 駆動歯車の背隙 ・

イ  ` 冷却清水ポンプ (機付 渦巻  22.Om3/h× 18m)′

(ア )開放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧する。.

(イ )パ ッキン類、0リ ング及び回 り止めを取替える。・

(ウ )メ カニカルシール、オイルシール及び玉軸受を取替える。・

(工 )イ ンペラー とインペ ラリングの隙間を計測す るぎ

ウ 冷却海水ポンプ (機付 渦巻  26.Om3ノ h× 18m)・

(ア )開放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧する・。

(イ )パ ッキン類、Oリ ング及び回 り止めを取替える・。

(ウ )メ カニカルシール、オイルシール及び玉軸受を取替えるざ

(工 )イ ンペラー とインペラリングの隙間を計測す るご

土 燃料油フィー ドポンプ (機付  プランジャ 0.37m3/h× 20m)

(ア )開放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧する。｀

(イ )パ ッキン類を取替える。 ‐

(ウ )オイルシールを取替えるd

(工 )軸 のシール当り部分について、磨耗を確認す るL

(5う 過給機

ア 開放、清掃、手入れ、組立て及び復旧す る。

イ パ ッキン類、0リ ング及び回 り止めを取替える。

ウ 水衣部を薬品洗浄するδ
工 次の箇所について、 目視点検を行 う:

(ア )‐ ローター各部

(イ )軸受

オ、 次の試験及び計測を行 う。

(ア )染色探傷試験 (ロ ーター)

(イ )染色探傷試験 (ノ ズル“)

(ウ )染 色探傷試験 (ケ ーシング).

(工 )計測 (回 転部間隙 )｀

(6)熱 交換器 '

ア 空気冷却器 (25m2)



(ア )開放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧する。

(イ )パ ッキン類、0リ ング及び回 り止めを取替える。

(ウ )空気流路及び海水流路を薬品洗浄する。

(工 )保護亜鉛を取替える。

(オ )圧 力試験を行 う。 (海水側 0.39MPa)

イ 潤滑油冷却器 (4.30m2)・

(ア )開放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧する。

(イ )パ ッキン類、Oリ ング及び回 り上めを取替える。

(ウ )潤 滑油流路及び海水流路を薬品洗浄する。・

(工 )保護亜鉛を取替える。
(オ )圧 力試験を行 う。 (海水側 0.39MPa、 潤滑油側 0.39MPa)

ウ 清水冷却器 (2.78m2)_

(ア )開放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧する (冷 却海水流量調整用バイパスバル

ブハン ドルを含む。)。

(イ )パ ッキン類、Oリ ング、回 り止め及びラジエーターキャップを取替える。

(ウ )清水流路及び海水流路を薬品洗浄する。‐

(工 )保護亜鉛を取替える。・

(オ )圧 力試験を行 う。 (海水側 0.39MPa、 清水側 0.39MPa)

(7)ク ランク室、架構 '

ア
‐
オイルパン、主軸受 (7組 )及びクランク軸

(ア )開放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧する。

(イ )バ ランスウエイ トのダス トシールを交換する。

(ウ )ク ランク軸のデフレクションを計測す る。 (整備前及び復旧後 )

イ タイミングギヤ、カム軸及び吸排気タペジト‐

開放、清掃、手入れ、′組立調整及び復旧する:

ウ
。
次の箇所について、 日視点検を行 う

・
。

(ア )主軸受メタル及び締付ボル ト

(イ )主軸受スラス トメタル

(ウ )タ イ ミングギヤの歯当り

(工 )カ ム・プ ッシュロッドと吸排気タペ ッ トの接触面

(オ )カ ム軸受メタル

(力 )カ ム軸受スラス トメタル

(キ )ク ランクケース内部

工 次の箇所について、打音点検を行 う。

(ア )バ ランスウエイ ト取付ボル ト′

(イ )ク ランク室架構締付ボル ト

オ 次の試験及び計測を行 うち

(ア )染色探傷試験 (ク ランク軸 )・



(イ ):染色探傷試験 (タ イ ミングギヤ )・

(ウ )計測 (ク ランク軸 と主軸受メタルの隙問 )

(工 )計測 (タ イ ミングギヤ歯面の背隙・)

(オ )計測 (タ イ ミングギヤ軸受の隙間 )

(力 )計測 (カ ム軸 とカム軸受の隙間う
(8)吸 気管、排気管
ア・ 吸排気集合管、燃料油管、燃料油 ドレン、潤滑油管及び冷却清水集合管を開放、清

掃手入れ及び復 旧す る (取付面招合せを含む。):

イ′ 管内壁の腐食点検を行 う.。

シ 排気管伸縮継手について、パッキンを取替えるとともに染色探傷試験を行′う。
■ 防熱覆の取外し及び復旧は付帯とする。
(9)そ の他
ア 各 こし器

(ア )燃料油こし器 ‐

a・ 開放、清掃、組立調整及び復 旧する。

ぢ エ レメン トを清掃する。、

(イ )潤 滑油こし器 ・

a・ 開放、清掃、組立調整及び復 旧する。

b・ エ レメン トを清掃す―る。・

(ウ )・ 過給機用潤滑油こし器・

a.開 放、清掃、組立調整及び復 旧す る。
b エ レメン トを交換する。
イ・ 潤滑油圧力調整弁

(ア )開 放、清掃、組立調整及び復 旧する。 (復 旧後の潤滑油圧力調整を含む。)

(イ)弁 ばねについて、 日視点検を行 うざ

ウ
・
潤滑油温調弁及び清水冷却器付清水温調弁

・

開放、清掃、組立調整及び復 旧する。 (復 旧後の作動確認を含む。)

工 重量物の陸揚げ、保管及び積込み ・

機関室の天蓋を取外 し、同パ ッキンを取替え、復旧するノ0

オ 試運転立会い・

復 旧後、乗員が操縦す る試運転に立会 う.。

力 その他
整備に伴い発生 した廃油、 ビルジ、冷却清水等については、別途協議する。

また、汚損部の清掃を行 う。

4 バウスラスタ
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製    造    所 :か もめプロペ ラ



型

直

材

式 :4翼 CPP TC‐ 70MA型

径 :1600mm.

質 :Al青銅鋳物
■,■ ■オナ十■■*■ ,■ ,■ ■■,■■■■■■■■■■■オオ十十十■■■■,キ *■ ■■,■ ■■,,■ ■■■■■,■ ■,,■ ,■■■,■ ■■■■■■■■■■■姜

(lr)

(2・ )

プロペラ翼の清掃、

ダク ト格子の脱着、

バフ仕上げを行 う。

並びに清掃用足場の設置及び撤去は船体部仕様書に含む。

5、 両舷プロペ ラ、プロペ・ラ軸等

十 十 十 ナ ■ ,■ ■ ■ ■ ■ *,■ ■ ■ オ ■ ナ 十 t,オ オ *ナ 十 膏 ,■ ,■ ■ ,■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ,キ 彙 告 キ 彙
=■
,■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ,オ 士 ,■ ■ ■ ,,■ ■ ■ ,■ ,*丼 告 ■ ■ ,オ

製

型

プ

プ

給

中

ス フ ト

造

ロ ^ミ

所 :か もめプロペ ラ

式 :4翼 CPP

ラ :直径 2,300mm、 材質 AIBC3

軸 :φ 272× 15.51n

車由: φ235× 1.84rn

軸 :φ 240× 1.34,

軸 :φ 245× 2.45 ril

口  ^ミ   ラ

油

間
　
ス

■■■■,■ ■■,■ ■十■■*士十■■■■■■キ*士キ■キ■■姜■,■ ■■■■,十 ■■■*士 キ■,彙 ,キ士キ■■■■■,キ ,■ ,オ ■■■■■■彙■■■,■ ■■■

両舷軸系装置について、次の整備等を行い受検するも

(1)プ ロペラ翼 (ボ ンネ ッ ト、ボスを含む。)‐           両舷
｀

清掃 (バ フ仕上げ)、 点検、調整 (翼根～機側発信器 )｀

(2)'プ ロペラ軸                         両舷

清掃、点検

プロペラ根元部のセメン ト剥離箇所の補修
｀

(3)中 間軸受                       1個  × 両舷

解放、清掃、点検、受検、組立調整、復旧
・

・ パ ッキン類、保護亜鉛の取替え ´

(4)ヽ 軸系冷却海水ポンプ、同電動機 (3.7kW).          1台
・

解放、清掃、点検、組立調整、復旧‐

付属諸弁招合せ ‐

パ ッキン類、 Oリ ング、回止め、玉軸受、メカニカルシール及びファンの取替え

(5)・ 試験、計測

次の計測を行 う。 (整備記録表 2部提出)

ア.翼角 (翼根～機側発信器 ).

イ プロペラ軸 と張出軸受及び船尾管軸受間隙

(6)そ の他

清掃用足場の架設、撤去を行 う。

6 CPP変 節装置



両舷 CPP変 節制御箱 を解放、清掃、点検、組立調整、復旧する。

7.船 尾管軸封装置
両舷軸封装置 (ス タンキーパー SKC‐ 31)を 解放、清掃、点検、組立調整、復旧す

る。

本船支絵.す る別_量 3の重□L交換 と次の整備は付帯 とする。

(1)固 定招動 リング削正

(2)緊 急シール作動試験ヽ

(3)冷 却水通水弁の蓋を取外 し、内部点検、招合せ、復'旧

8 1補助ボイ ラヽ

,t,キ キキ*キ *■ ■■■■■■,オ 丼オオ十オ**十 ナオ*ナ *十十ナオキ■■■,■オ**,■ オオキ**贅 オ*オ ■■■,■ ,オ キ■■,オ ■,キ ヤ■,十 キヤ■■■■

製

型

蒸

造 所

式

力

mタ クマ

クレイ トン RHO‐ 125

9 kg″ n12′

加熱管を解放、清掃、点検、組立調整、復旧す・る。

次の整備は付帯 とするJ

内外部薬品洗浄、

キャスタブル補修塗布 ヽ

陸揚げ ドブ漬け煤落 とし洗浄 ・

排気筒及びバーナマニホール ド取外 し'

アキュームレータ

内部薬品洗浄、受検

付属諸弁 ヽ

次の弁を解放、清掃、点検、招合せ、組立調整、復旧する。

蒸気出口弁用.

蒸気 トラップ弁

循環水入 口弁

加熱管入 口弁

加熱管 ドレン弁

煤吹弁

給水入 口弁 、

アキューム レーターブロー弁

蒸気 ヒーター弁
｀

船外ブロー中間弁
｀

気   圧

補助ボイラについて、次の整備を行い受検する。

杢』塾L往立∠遡畦匪二∠整L■を取替える。

(1)

ア
　
イ

ク

:コニ

/oヽ
ヽ Z3ノ

(3)

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク
．
ケ

コ



サ

シ

ス

(4)

ア

イ

ウ

コE

(5)

(6)

(7・)

(8)

(9)

(10)

船外プロー弁
‐

水面計 コック
´

安全弁´

付属ポンプ等・

次のポンプ等について解放、清掃、点検、組立調整、復 旧す る。

給水ポンプ
｀

循環水ポンプ
″

燃料ポンプ

送風機

復水器

解放、清掃、点検、受検、組立調整、復 旧

内外部薬品洗浄・

燃料加熱器

解放、清掃、点検、受検、組立調整、復旧

内部薬品洗浄・

ドレンクーラー

解放、清掃、点検、受検、組立調整、復旧

内外部薬品洗浄 .

検油兼ホ ッ トウェルタンク ‐

清掃、点検、受検、組立調整、復 旧・

フロー トスイ ッチの解放、清掃、組立調整、復旧
｀

給水軟化器

解放、清掃、点検、組立調整、復 1日

イオン交換樹脂再生処理 (樹脂補給 8リ ットル )

試験、計浪1

次の圧力試験を行 う。 (整備記録表 2部提出 )

加熱管 (主蒸気管を含む。)  1.40MPd

アキューームレータ       1.40MPa

)そ の他

ア 各部組立調整、復 旧後、試運転を行い良態確認する6

イ 安全弁の封鎖試験を実施 し受検する。'

ウ 保護警報装置の作動試験を実施す るg

工 各圧カスイ ッチ作動試験を実施す る・。

オ 配管等取外 し復旧は付帯工事 とするぎ

力 整備に伴い発生 した廃油等については、別途協議す るとともに、汚損の清掃を行

,。

9 空気圧縮機｀

(1)主 空気圧縮機 (鯛 SANWA製  3S25A) oメヘ
乙 ロ



(2)

(3)

ア

イ・

ウ1

解放、清掃、点検、受検、組立調整、復旧

副空気圧縮機 (mSANWA製  3S15A)‐
解放、清掃、点検、受検、組立調整、復 旧

F

試験、計測・

次の試験、計測を行 う。 (整備記録表 2部提出 )く

充気試験´

効力試験'

安全弁 (2.65MPa)

計測

シリンダ内径 (高圧/低圧 )
ピス トン外径 (高圧 /低圧う

ピス トンピン外径、

ピス トンピン軸受内径及び ピス トンピンホール内径

クランクピン外径及び軸受間隙
‐

ピス トンリング及びピス トンリング溝

その他
1

杢:』:整1動1金:主ヱ』壁堕ユ配|コi聾:LILの 交換

各部組立調整、復旧後、試運転を行い良態確認する:

効力試験 を行 うδ

工 ,コ

1個

■ _ヘ
■
「コ

(4)

ア
　
イ
　
ウ

10 燃料油 こ し

燃料油 こ し (日 本 アメロイ ド レル ミッ ト FA12C500)｀

解放 、点検 、組立調整 、復 旧
｀

11 油清浄機

(1)燃 料油清浄機 (三 菱化 工機  自動 スラ ッジ排 出式 SJ3000)

ア: 回転体 、竪軸部、横軸部 、ギアポ ンプ、ブ レー キ装置

解放、清掃 、点検、組立調整 、復 旧

パ ッキン類取替 え

イ 加熱器

解放、清掃 、点検、組 立調整 、復 1日

パ ッキン類取替 え1

圧力試験ヽ

ウ‐ 作動水 タンク .

内部清掃 、点検、復 旧・

パ ッキン類取替 え 、

(2)潤 滑油清浄機 (三 菱化工機  自動 スラ ッジ排 出式 SJ3000) ■ ム
■ 日



ア、 回転体、竪軸部、横軸部、ギアポンプ、ブレーキ装置 1

解放、清掃、点検、組立調整、復 旧

パ ッキン類取替え・

イ̀ カロ熱器
/

解放、清掃、点検、組立調整、復 IR

パッキン類取替え.

圧力試験 ″

ウ・ 作動水タンク・

内部清掃、点検、復旧

パ ッキン類取替え、

12 諸ポンプ等

(1′ )次 のポンプについて開放、清掃、手入れ、組立調整及び復 旧すること。

なお、パ ッキン類、軸受及びオイルシールの取替は付帯 とする。

ア 第 5空調装置用冷却水ポンプ・

(渦巻  5.8m3/h× 1ヽ6m 型式  50‐ P・CSH‐ 1株式会社石井工作所 )
イ 造水装置冷却海水ポンプ

(渦巻 95m3/h× 20m 型式  150‐ CSB Ⅱ‐1 株式会社石井工作所 )
ウ ビルジ兼バラス トポンプ

(渦巻  60ノ 150m3′h× 80/30m 型式  150‐ 2CMa‐ 2V 株式会社石1井 工作所 )
平 油圧ユニッ ト用冷却海永ポンプ

(渦巻 25m3ノ h× 30m l型｀式  100‐ PCS・H‐2 株式会社石井工作所 )
オ 第 3系 空調装置用冷却水ポンプ

(渦巻 27m3/h× 20m 型式
｀
100‐PCSH‐ 2~株式会社石井工作所 )

(2)次 の管系保護亜鉛・の亜鉛 リング及びパ ッキンを取 り替える。
作業にあたって、フランジ部のアースを確実に行 うこと。

ア 主機冷却海水ポンプヽ 200A(204.7/240φ )4個 (W6M、 W7M、 W8M、 W9M)
イ 雑用兼消火ポンプ等入 口 150A(155.2/195φ )2個 (W103M、 W105M)
ウ 雑用兼消火ポンプ等出口 150A(155.2/200φ )2個 (W104M、 W106M)・
工 造水装置冷却海水ポンプ 150A(155.2/195φ )2個 (W38M、 W39M)
オ 軸系冷却海水ポンプ   100A(105.3/130φ )4個 (W20、 21、 22、 23M)
力 雑用冷却海水ポンプ   100A(105.3/130φ )2個 (W63M、 W64M)
キ 空調装置冷却水ポンプ(No.3、 5以外)100A(105.3/130φ )6個 (W67M～ W72M)
ク 第 3、 5空調装置冷却水ポンプ 50A(50/80φ )4個 (W90M、 W91M、 W154M、
W155M)                                     し

ケ、 油圧ユニ ッ ト用冷却海水ポンプ 100A(105.3/130φ ) 2個 (W26M、 ,W27M)
コ｀ 復水器冷却海水ポンプ  100A(105.3/130φ )2個 (W65M、 W66M)
サ ェジ生クタポンプ    65A(67.9/105φ ) 2個 (W40M、 W41M)



ジ 発電機冷却海水ポンプ J5A(67.9/105φ )

W85M)

6個 (W57M～ W60M、 W84Mi、

13 船底弁等

機関室内にある次の船底弁、波止弁を取外 し、解放、清掃、招合せ、フランジパ ッキ

ン (ネ オプ レーン 3t)取 替え、受検及び復旧するとともに、箱内部の防蝕塗装を行 う。
(1)船 底弁
ア 主機冷却海水ポンプ海水吸入弁 (HlV、 H2V)        200A× 2個・

イ 主機冷却海水戻 り弁 (W14V)・                65A× 1個

ウ 補機冷却海水ポンプ海水吸入弁 (H6V、 H7V)        100A× 2個

エ  シーチェス ト空気抜き弁 (H49A、 H50V、 H51V、 H52V、 H53V)40A× 5個

オ 船尾管冷却海水入 口弁 (W38V、 W40V)・            50A× 2個

力 軸系冷却海水ポンプ吸入弁 (H3V、 H5V)          65A× 2個

キ 造水装置冷却海水ポンプ海水吸入弁 (H15A)         25A× 1個

ク・ 造水装置用エゼクタポンプ海水吸入弁 (H16A)        65A× 1個

ケ.サ ニタリーポンプ海水吸入弁 (H10V、 H llV         50 A× 2個

コ 第 1空調装置等各冷却水ポンプ海水吸入弁 (H9V)      125A× 1個

サ 第 3空調装置冷却水ポンプ吸入弁 (H101V)・        ・ 50A× 1個

シ 第 5空調装置、復水器、雑用冷却海水ポンプ吸入弁 (H8V)  100A× 1個 `

ス 補機海水ポンプ海水吸入弁 (Wl12V、 W104V、 W108V).   65A× 3個

セ ビルジ兼バ ラス トポンプ海水吸入弁 (H12V)        200A× 1個′

ソ 雑用兼消火ポンプ海水吸入弁 (H13V)           200A× 1個・

(2)船 外弁
ア 右舷主機冷却海水船外吐捨弁 (H22V             125A× 1個 .

イ 左舷主機冷却海水船外捨弁 (H23V              125A× 1個・

ヴ 主機冷却海水ポンプ船外吐出弁 (H21V)          125A× 1個 ,

‐ 主機室クリーンビルジ汲上げポンプ船外吐捨弁 (H38A)    20A× 1個・

オ・ 造水器用冷却海水船外吐捨弁 (H43V)｀             125A× 1個・

力'エ ゼクター船外吐捨弁 (H42V)               65A× 1個・

キ 右舷軸冷却冷却海水船外吐捨弁 (H24V)           50A× 1個 .

ク 左舷軸冷却冷却海水船外吐捨弁 (H25V)           50A× 1個

ケ′ ボイラブローオフ船外吐捨弁 (W41V)            40A× 1個

ユ 1～ 4号 空調装置用船外吐捨弁 (H20V)          125A× 1個 ,

サ  5号 空調装置船外船外吐捨弁 (H30V).           40A× 1個

シ 復水器、 ドレンクーラー用船外船外吐捨弁 (H32V)      65A× 1個 ′

ス.ク リーンビルジ汲上げポンプ用船外吐捨弁 (H38V、 H39V、 H4QV)20A× 3個
セ.油 水分離器分離水船外吐捨弁 (H36V)_            40A× 1個 ,

ソ`雑用兼消火・ ビルジ兼バラス トポンプ船外吐捨弁 (H35V)  200A× 1個 :



タ

(3)

ア

イ
・

ウ

コE

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

補機用船外吐捨弁 (H29V)・                 loo A× 1個

その他諸弁

主機冷却海水 こし器出口弁 (WlV、 W2V)｀            20A× 2個

軸系冷却海水ポンプ海水吸入 こし器出口弁 (W30V、 W31V)  65A× 2個

発電機海水吸入こし器出口弁 (W101V、 W102V)      100A× 2個

サニタ リーポンプ海水吸入 こし器出口弁 (Wl14V、 Wl15V)  50A× 2個

第 1空調装置等各冷却水ポンプ海水吸入 こし器出口弁 (W142V)125A× 1個

第 1空調装置用冷却水ポンプ吸入弁 (W143V)        80A× 1個

第 2空調装置用冷却水ポンプ吸入弁 (W145V)        80A× 1個

第 4、 6、 AUV室 空調装置用冷却水ポンプ吸入弁 (W147V)  65A× 1個

第 3空調装置冷却水ポンプ海水吸入 こし器出口弁 (W157V)  50A× 1個

第 5空調装置冷却水ポンプ海水吸入こし器出口弁 (Wl16す )  100A× 1個

14 燃料重カタンク

(1)開 放、清掃、手入れ、受検、復旧する
′
。

(2つ マンホールパ ッキンを取替える:

(3f)残油については別途協議するこ

(4′ )ガ スフリー作業並びにガス検知 (可燃性ガス及び酸素)を行 う
｀
。

1‐5 圧カタンク

(1)次 のタンクを解放、清掃、点検、各弁及びマンホールパ ッキンを取替え、復 旧す る:
アヽ雑用清水圧カタンク (帥石井工作所、 1.3m3× 0.49MPa)    1個 ・

(ア )給水元弁 (ア ングル弁 )・   ´5K‐ 50A~          1個 ・

(イ )雑用清水元弁‐         5K‐ 40A・          1個

(ウ )エ アチャージ弁        16K‐ 15A          l個

(工 )雑用空気弁
‐
         5k‐ 15A           l個

イ サニタリー海水圧カタンク (靭石井工作所、 1.3m3× 0.49MPa) 1個

(ア )給水元弁 (ア ングル弁)    5K‐ 50A‐           1個
(イ )ド レン弁‐           5K‐ 40■            2個
(ウ )エ アチャージ弁         16K‐ 15A          l個

(工 )雑用空気弁‐         5k‐ 15A          l個

16 油水分離器
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油水分離器について、次の整備、杢逃:墓金 姐型 豊盤壺 L品 の取替えを行い受検する。



なお、コア レッサーは点検後、復旧す る。

(1、)本体用オーバーホールキッ ト         1式 ｀

(21)逆洗ポンプ用オーバーホールキッ ト      1式

(3)エ アシリンダ用オーバーホールキッ ト     1式

(4)電 磁弁 221G26               2個
ア 本体 (浮上槽、分離槽 )
内部清掃、点検、復旧

水衣部薬品洗浄

イ 逆洗ポンプ (モ ノフレックス、3.6m3ノh× 1.Okm)

解放、清掃、点検、組立調整、復 旧 、

ウ ビルジポンプ (立形 ピス トン、2.Om3ノh× 2.5km)

解放、清掃、点検、組立調整、復旧

工 付属諸弁

解放、清掃、点検、招合せ、組立調整、復旧

オ その他

(ア )各部組立調整、復旧後、試運転を行い良態確認す る1。

(イ )効力試験を行 うょ

17 海洋生物付着防止装置
■■■■■■■■■■■,■ ■■■■,十 ■■十*キ ヤ十キ十十十十*■ ■■■±■■■■■■,■ ■■,**士 *■ ■,十 キ十■■■十±■■,十十十

=*,十
士,十 キ■,■

製造ヽ所 :ザーケ日本 トラテック カセルコシステム
*********************************** ************* ********************************

海洋生物付着防止装置について、次の整備を行 う。

(1)次 のシー五_三 スト生電極 (△船」」aヒを取替える。
ア
‐

イ・

夕

二
=

オ

ガ

(2.)

(3)

主発電機 室右舷 シーチ ェス ト (TC500、 MG500)t

左舷 シーチ ェス ト (TC500、 MG500)'

補機 室右舷 シーチ ェス ト (TC500、 MG500)

左舷 シーチェス ト (TC500、 MG500)・

高位 シーチ ェス ト (TC500、 MG500ド

監視制御装置糧食用 シーチ ェス ト (TCS200、 MGS200)

射水テス トによる水密確認 ヽ

電極～船体間の絶縁確認及び通電試験

各 1本｀

各 1本・

各 1本

各 1本 .

各 1本・

各 1本、

18・ 効力試験 .

(1')次 の効力試験を実施 し受検する。

ア 1～ 3号主発電機原動機の調速度試験及び安全装置作動試験 ,

イ 補助ボイラの安全弁封鎖試験及び保護警報装置作動試験
・

ウ 油水分離器の通水試験、



EEイ

オ

カ
・

キ

ク
・

(2・ )

(3`)

廃油焼却炉の作動試験及び保護警報試験 (受検準備 を含む>

排水設備の作動試験 ヽ

燃料及び潤滑油タンクの遠隔閉鎖装置付弁の遠隔閉鎖試験

始動空気タンク圧力低下警報試験・

燃料油重カタンク低液面警報及び液面制御 (汲上ポンプ発停)試験

法定予備品を一覧表に取 りまとめ、受検する″。

海水 こし器を開放 し、内部について受検する (開 放及び復 旧は乗員 とする.)。

19 受検記録 ヽ

本仕様に基づ く検査・計測記録等は、取 りまとめの うえ 2部製本 し、本部及び本船に

各 1部提出する、



項 品  目 規 格 備  考

クランク室窓蓋パッキン (扱側)
富士ディーゼル製
6S40B用
A78200-4

個 測量船拓洋

クランク室窓蓋パッキン (反扱
側)

富士ディーゼル製
6S40B用

A78200-5
個

カムケース窓蓋パッキン
富士ディーゼル製
6S403用

A78200-11
個

カムケース窓蓋ハッキン
富士ディーゼル製
6S40B用
A78200-12

個

リングパッキン (ライナ&ヘ ッ
ド)

富士ディーゼル製
6S40B用

A78205-3
個

シリンダヘッド側蓋パッキン

(A)

富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-10
個

シリンダヘッド側蓋パッキン

(B)

富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-11
個

シリンダヘッド側蓋パッキン

(C)

富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-12
個

シリンダヘッド側蓋パッキン

(D)

富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-13
個

10
シリンダヘッド側蓋パッキン

(E)

富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-14
12 個

11
シリンダヘッド盲蓋角形パッキ
ン

富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-20
個

12
排気弁箱冷却水継手リングパッ
キン

富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-43
24 個

13 排気弁箱冷却水継手ゴムリング
富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-44
24 個

14
インジケータコック取付金物 リ
ングハッキン

富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-73
個

15
インジケータコック取付金物 リ
ングパッキン

富士ディーゼル製
6S40B用

A201662-80
個

16 吸気弁止め輸
富士ディーゼル製
6S40B用

A32362-8
12 個

17 排気弁止め輸
富士ディーゼル製
6S40B用

A36655-8
12 個

18 排気弁箱用プレーンリング
富士ディーゼル製
6S40B用

A36655-12
12 個

19 排気弁箱外周0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用

A36655-14
12 個

20 排気弁ロー トキャップ皿バネ
富士ディーゼル製
6S40B用

A40765-3
12 個

21
排気弁ロートキャップコイルバ

ネ

富士ディーゼル製
6S40B用

A40765-4
84 個

22 排気弁ロー トキャップ止め輪
富士ディーゼル製
6S40B用

A40765-5
12 個

23 排気弁ロー トキャップ鋼球
富士ディーゼル製
6S40B用
A40765-6

84 個

24 始動弁0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用

A32456-12
個



項 規  格 備  考

25 始動弁割ピン
富士ディーゼル製
6S40B用
A32456-13

個

26 始動弁リングパッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A32365-14
個

27
燃料弁キャップナットガスケッ
ト

富士ディーゼル製
6S40B用

A24701-1-11
個

28 燃料弁コネクターガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用
A24701-1-21

個

29 燃料弁 ド
レンジョイントガス

ケット

富士ディーゼル製
6S40B用

A24701-1-28
12 個

30 燃料弁 リングパッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

■24701-3
個

31 シリンダ安全弁リングパッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A33041-8
個

32 シリンダ安全弁0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用

A33041-11
個

33
インジケータコックリングパッ
キン

富士ディーゼル製
6S40B用

A46170-38
個

34 弁腕囲窓用ゴムヒモ
富士ディーゼル製
6S40B用

A28644-10
個

35 高圧管ゴム栓
富士ディーゼル製
6S40B用

A28644-16
個

36 ピス トン0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用
26166A-7

個

37 ビス トンリング TOP
富士ディーゼル製
6S40B用

A36587-6
個

38 ピス トンリング トh2・ 3・ 4
富士ディーゼル製
6S40B用
A36587-7

18 個

39 オイルリング
富士ディーゼル製
6S40B用

A36587-8
12 個

40
クランクピンメタル締付ボル ト
割ピン

富士ディーゼル製
6S40B用

A36587-14
24 個

41 弁腕用0リ ング
富士ディーゼル製
6S403用

A28645-11
30 個

42 補機駆駆動箱防振ゴム継手
富士ディーゼル製
6S40B用

A201648-4
個

43 補機駆動箱オイルシール
富士ディーゼル製
6S40B用

A201648-9
個

44 補機駆駆動箱玉軸受
富士ディーゼル製
6S40B用

A201648-15
個

45 補機駆駆動箱0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用

A201648-18
個

46 補機駆駆動箱盲蓋パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A201648-28
個

47 補機駆駆動箱玉軸受
富士ディーゼル製
6S40B用

A201648-33
個

48 補機駆駆動箱小判形パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

1201648-35
枚

49 停止用空気シリンダ0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用

A42626-4
個



項 品  目 規  格 備  考

50
停止用空気シリンダリングパツ
キン

富士ディーゼル製
6S40B用
A42626-7

個

51
燃料ポンプデフレクターガス
ケット

富士ディーゼル製
6S40B用

A32860-8
個

52 燃料ポンプ吐出弁ガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用

A32860-16
個

53 燃料ポンプ吐出弁0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用

A32860-34
個

54 燃料ポンプスナップリング
富士ディーゼル製
6S40B用

A32860-55
個

55 燃料
ポンプジョイントガスケッ
ト

富士ディーゼル製
6S40B用

A32860-94
12 個

56 燃料ポンプ空気抜栓ガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用

A32860-111
個

57 冷却水
ポンプインペ ラワッ

シヤー

富士ディーゼル製
6S40B用

A46149-4
枚

58 冷却水ポンプメカニカルシール
富士ディーゼル製
6S403用

A46149-10
個

59 冷却水ポンプ0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用

A46149-11
個

60 冷却水ポンプ0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用

A46149-12
個

61 冷却水ポンプオイルシール
富士ディーゼル製
6S40B用

A46149-13
個

62 冷却水ポンプベアリング
富士ディーゼル製
6S40B用

A46149-14
個

63 冷却水ポンプベアリング
富士ディーゼル製
6S40B用

A46149-15
個

64 冷却水ポンプ駆動装置歯付座金
富士ディーゼル製
6S40B用
A25880-4

個

65 冷却水ポンプ駆動装置玉軸受
富士ディーゼル製
6S40B用

A25880-5
個

66 冷却水ポ
ンプ駆動装置スナップ

リング

富士ディーゼル製
6S40B用

A25880-7
個

67 過給機給気出ロパッキン
富士ディーゼル製
6S40B用
A28784-9

個

68 空気冷却器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A28784-10
個

69 給気管丸型パッキン
富士ディーゼル製
6S403用

A28784-11
個

70
給気枝管パッキン (ヘ ッド入
口 )

富士ディーゼル製
6S403用

A28784-12
個

71 排気管パッキン (過給機入口)
富士ディーゼル製
6S40B用

A28777-14
個

72 排気管パッキン (過給機出口)
富士ディーゼル製
6S40B用

A28777-15
個

富士ディーゼル製
6S40B用

A28777-16
個73

排気管パッキン (排気出口金物
用 )

個74 排気管パッキン (ヘ ッド出口)
富士ディーゼル製
6S40B用

A28777-17



１

一

項 ロ
ロ 規  格 考

75 排気管パッキン (伸縮継手用 )
富士ディーゼル製
6S403用
A28777-19

14 個

76 過給機ガスシール
富士ディーゼル製
6S40B用

NIIP40A-105
個

77 過給機軸受 (プロワー側 )
富士ディーゼル製
6S40B用

NHP40A-112
個



項 品  目 規  格 数  量 備  考

78 過給機軸受 (タービン側 )
富士ディーゼル製
6S40B用
NIP40A-125

個

79 過給機水室蓋パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

NHP40A-202
個

80 過給機水室蓋パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

NHP40A-206
個

81 過給機水室蓋パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

NHP401-304
個

82 過給機油面計パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用
NHP40A-606

個

83 過給機ノゾキ窓パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

NHP40A-619
個

84 過給機エンドカバーパッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

NHP40A-624
個

85 過給機小物部品キット
富士ディーゼル製
6S40B用

NHP40A-900
個

86 空気冷却器水室ガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用
A201665-6

個

87 空気冷却器U―ガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用

A201665-7
個

88 空気冷却器防食板
富士ディーゼル製
6S40B用

A201665-12
個

89 空気冷却器防食板座ガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用
A201665-13

個

富士ディーゼル製
6S40B用

A201665-19
個90 給気加熱器出入口側水室

ガス

ケット

91
給気加熱器返り側水室ガスケッ
ト

富士ディーゼル製
6S40B用

A201665-20
個

92 潤滑油こし器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用
A34913-A2

個

93 潤滑油こし器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用
A34913-■ 8

個

94 潤滑油こし器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A34913-A19
個

95 潤滑油こし器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A34913-A22
個

96 潤滑油こし器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A34913-33
個

97 潤滑油こし器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A34913-C9
個

98 燃料高圧管リングパッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A29267-5-20
12 個

99 燃料油第 2こ し器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A33487-A-4
個

100 燃料油第 2こ し器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A33487-A-13
個

101 燃料油第 2こ し器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A33487-A-17
個

102 燃料油第 2こ し器パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A33487-3-7
個



項 品  目 規  格 備  考

103 冷却水管小判型パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用
A29271-3

個

104 冷却水管小判形パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A29271-8
10 個

105 冷却水導管角形パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A29271-14
24 個

106 冷却水ヘッド出口角形パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用
A29271-18

個

107 冷却水加減コックパッキン
富士ディーゼル製
6S40B用
A29271-20

12 個

108 給気加熱器配管パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A201667-15
個

109 給気加熱器配管パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A201667-16
個

110 給気加熱器配管パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A201667-17
個

111 冷却水加減コック0リ ング
富士ディーゼル製
6S40B用

A34381-4
個

112 冷却水加減
コックリングパッキ

ン

富士ディーゼル製
6S40B用

A34381-5
個

113 始動空気枝管リングパッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

た29275-5
16 個

114 始動空気枝管リングパッキン
富士ディーゼル製
6S40B用
A29275-9

個

115 始動空気枝管角形パッキン
富士ディーゼル製
6S40B用

A29275-13
個

116 潤滑油冷却器防蝕亜鉛
富士ディーゼル製
6S40B用
A36658-12

16 個

117 潤滑油冷却器ガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用
A36658-16

枚

118 潤滑油冷却器ガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用

A36658-18
枚

119 清水冷却器防蝕亜鉛
富士ディーゼル製
6S40B用

A36660-12
16 個

120 清水冷却器ガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用

A36660-16
枚

121 清水冷却器ガスケット
富士ディーゼル製
6S40B用

A36660-18
枚

以下余白



2
項 品  目 規  格 備  考

力・スケット(ヘット
・ T=2.0

ヤンマー製
6N165LEW用
138688-01393

個 測量船拓洋

力・スケット(シリンタ
゛
ツクフタ

ヤンマー製
6N165LEW用
152623-01414

個 〃

力・スケット(ソクフタ
ヤンマー製
6N165LEW用
133670-01460

個

ハ
°
ッキン(カムシツフタマト・

ヤンマー製
6N165LEW用
133614-01981

個

シール(ハ
°
ルフ
・
ステム

126628-11150

ヤンマー製
6Ⅲ 65LEW用 個 12

シール(ハ
°
ルフ・ステム フッソ

ヤンマー製
6N165LEW用
133654-11141

個 12 〃

0リンク
°
(55 G902

ヤンマー製
6N165LEW用
152633-11820

個 12

0リンク
°
(45 G902 14X70

ヤンマー製
6N165LEW用
152633-11830

個 12

ハ・ッキン(マル D26/19 T2
ヤンマー製
6N165LEW用
137600-53091

個

10 ハ
°
ッキン(ホ・ンネット

ヤンマー製
6N165LEW用
133670-11280

個

11 0リンク
°
(lAP12.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000120

個 10

12 ハ
°
ッキン(キュウキヘ・ント・

ヤンマー製
6N165LEW用
133614-12311

個 ′′

13 ハ
°
ッキン(シリンタ
・ヘット・イリク

・チ
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-12210

個

14 ハ・ッキン(ヘット
・
テ
・
ク
・チ

ヤンマー製
6N165LEW用
138614-13200

個 〃

15 ハ
°
ッキン(ターヒ・ンイリク・チ

ヤンマー製
6N165LEW用
133670-18400

個

16 サーヒ
・スKIT(1

ヤンマー製
6N165LEW用
XNP22A14L10

個

17 サーヒ
・スKIT(2

ヤンマー製
6N165LEW用
XNP22A1 4K21

個 ′′

18 フイルタ(フ
・レ

ヤンマー製
6N165LEW用
XNU14N85N19

個

138644-18380

ヤンマー製
6N165LEW用 個 ′′19 力・スケット(ターヒ

°
ンテ・ク・チ

20 ハ・ッキン(カク AT14
ヤンマー製
6N165LEW用
133644-18710

個

個 〃21 ハ
・
ッキン(ヘッタ
°
 テ
°
イリク・チ

ヤンマー製
6N165LEW用
133614-18760

22 ハ
°
ッキン(カエシヘッタ

° ヤンマー製
6N165LEW用
133614-18770

個



2
項

ロ

規  格 え :量 備  考

23 ホ・ウシヨクフエン(ナット40X40
ヤンマー製
6N165LEW用
27200-400400

個

24 ハ・ッキン(ホ・ウショクフエン
ヤンマー製
6N165LEW用
132310-09330

個

25 ハ・ッキン(カク
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-49200

個

26 ハ・ッキン(クウキテ・イリク・チ
ヤンマー製
6N165LEW用
136606-18192

個

27 t\')+,
ヤンマー製
6N165LEW用
133688-18180

個

28 ハ・ッキン(フ
°
ロアテ・ク・チ

ヤンマー製
6N165LEW用
133854-18340

個

29 力・スケット
147673-13250

ヤンマー製
6N165LEW用 個

30 リンク・SET(ヒ
°
ストン

ヤンマー製
6N165LEW用
733644-22500

個

24321-001550

ヤンマー製
6N165LEW用 個31 0リンク

°
(lAG155.0

32 ホ・ウシヨクフエン(ナット40X40
ヤンマー製
6N165LEW用
27200-400400

個

33 ハ・ッキン(アエントリツケ
ヤンマー製
6N165LEW用
137800-33380

個

34 ハ・ツキン(マル 10Xl.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23418-100000

個 10

個35 ハ
°
ッキン(エレメント

ヤンマー製
6N165LEW用
146673-35160
ヤンマー製
6N165LEW用
148616-35570

個36 0リンク
°
(ナイケイ=15.5 W=3

個37 0リンク
°
(ナイケィ=130

ヤンマー製
6N165LEW用
148616-35220

個38 ハ
・
ッキン(キリカエコック

ヤンマー製
6N165LEW用
148616-35130

10 ′′

ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000530

個39 0リンク
°
(lAP53.0

個エレメント(L0 15/40ミ クロン
ヤンマー製
6N165LEW用
141646-35091

40

ヤンマー製
6N165LEW用
123682-48570

個 〃41 シール(サーモスタット

個 100リンク
°
(lAG65.0

〒フマー製
6N165LEW用
24321-000650

42

ヤンマー製
6N165LEW用
43400-002931

個43 tr' 1+,

個

ヤンマー製
6N165LEW用
43400-002971

44 ハ
°
ッキン(ターヒ
°
ンLOイリク
・チ



項 砧  目 規  格 彙 1量 備  考

45 tr" )+,
ヤンマー製
6N165LEW用
148016-39491

個 ′′

46 サ・力
°
ネ(オリマケ・

ヤンマー製
6N165LEW用
141616-42270

個 〃

個47 カラー(レイキャクスイホ
°
ンフ・ T=3

ヤンマー製
6N165LEW用
147673-42260

48 シール(メカニカル
ヤンマー製
6N165LEW用
137610-42492

個 ′′

49 0リンク
°
(レイキャクスイホ

・ンフ・
ヤンマー製
6N165LEW用
137610-42050

個 ′′

50 0リンク
°
(lAP28.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000280

個 10

ヤ ンマー製
6N165LEW用
24421-355511

個 〃51 オイルシール(TC355511

52 ハ・ッキン(シ
・
クウケハ・コ

ヤンマー製
6N165LEW用
132300-42140

個

24101-063074

ヤンマー製
6N165LEW用 個 ′′53 へ・アリンク

°
(ホ
・―ル 6307

54 へ・アリンク
°
(ホ

°―ル 6207U
ヤンマー製
6N165LEW用
24102-062074

個

個 ′′55 力・スケット(スイシツフタ
ヤンマー製
6N165LEW用
132654-11732

56 t\" ,t+,
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-42120

個

ヤンマー製
6N165LEW用
141616-42270

個 ′′57 サ
°
力・ネ(オリマケ

°

58 カラー(レイキャクスイホ
・ンフ・ T=3

ヤンマー製
6N165LEW用
147673-42260

個

個 〃59 シール(メカニカル
ヤンマー製
6N165LEW用
148620-42331

60 0リンク
°
(lAP28.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000280

個 10

61 ハ
°
ッキン(シ・クウケハ・コ

ヤンマー製
6N165LEW用
132300-42140

個

ヤンマー製
6N165LEW用
24421-355511

個62 オイルシール(TC355511

63 へ・アリンク
°
(ホ
・―ル 6307

ヤンマー製
6N165LEW用
24101-063074

個

24102-062074

ヤンマー製
6N165LEW用 個64 べアリンク

°
(ホ
・―ル 6207U

ヤンマー製
6N165LEW用
24321-002100

個65 0リンク
°
(lAG210.0

個66 ハ
°
ッキン(セイスイクーラ A

ヤンマー製
6N165LEW用
146613-44400



2
項 品  目 規  格 備  考

67 ハ・ッキン(セイスイクーラ B
ヤンマー製
6N165LEW用
146613-44410

個

68 ホ・ウシヨクフエン(ナット40X40
ヤンマー製
6N165LEW用
27200-400400

個

69 ハ・ッキン(ホ・ウショクアエン
ヤンマー製
6N165LEW用
132310-09330

個

70 ハ・ッキン(アエントリツケ
ヤンマー製
6N165LEW用
137800-33380

個

71 A・ ッキン(フイラ
ヤンマー製
6N165LEW用
120445-44611

個

72 サーモスタット(71° C
ヤンマー製
6N165LEW用
140623-48250

個 ′′

73 ハ
°
ッキン(サーモスタット

ヤンマー製
6N165LEW用
140623-48151

個

74 ハ
°
ッキン(レイキャクスイ

ヤンマー製
6N165LEW用
152623-49331

個 ′′

75 ハ・ッキン(コハ
・ン 31Xl.5

ヤンマー製
6N165LEW用
138670-49331

個

76 t\' )+, (7t\' ,
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-49142

個 〃

77 ,r' .r+')
ヤンマー製
6N165LEW用
43400-003170

個

78 フ・ランシ・ヤCMP
ヤンマー製
6N165LEW用
133644-51101

個 〃

79 ハ
°
ルフ・CMP(テ・リヘ・リ

133670-51910

ヤンマー製
6N165LEW用 個

80 T フレクタ
ヤンマー製
6N165LEW用
133670-51264

個 12 ′′

81 0リンク
°
(4DP16.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24316-000160

個 20

82 ハ・ッキン(クウキヌキ
ヤンマー製
6N165LEW用
137603-51261

個

83 0リンク
°
(S32

ヤ ンマー製
6N165LEW用
137679-51892

個

84 ハ
°
ツキン(マル 6Xl.0

ヤンマー製
6N165LEW用
23414-060000

個 10

85 シールワツシヤ(コマル 8
ヤンマー製
6N165LEW用
22190-080006

個 10

86 0リンク
°
(P31

ヤンマー製
6N165LEW用
133670-51381

個

87 ハ・ツクアツフ
・
リンク
°
(T2P31

ヤンマー製
6N165LEW用
24372-000310

個

88 シール(オイル TCN
ヤンマー製
6N165LEW用
141646-52660

個



項 』11  [ 規  格 備  考

89 オイルシール(TC204007
ヤンマー製
6N165LEW用
24421-204007

個

90 ハ・ツキン(マル 1 4Xl.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-140000

個 10

91 ハ
・
ツキン(マル 18Xl.0

ヤンマー製
6N165LEW用
23414-180000

個 10

92 0リンク
・
(lAP14.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000140

個 10

93 ノス
°
ルCMP

ヤンマー製
6N165LEW用
133644-53300

個

94 0リンク
°
(ネンリョウヘ
°
ン

ヤンマー製
6N165LEW用
152623-53360

個 ′′

95 0リンク
°
(lAP40.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000400

個 10 〃

96 ハ・ツキン(マル 12Xl.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-120000

個 20

97 スフ・リンク
°
(ノス
°
ル

ヤンマー製
6N165LEW用
146623-53120

個

98 ハ・ッキン(コ・ム FOコシキケース
ヤンマー製
6N165LEW用
137600-55910

個

99 ハ・ッキン(エアヌキ
ヤンマー製
6N165LEW用
138613-35300

個 ′′

100 A・ ッキン(コ・ム FOコシキエレメント
ヤンマー製
6M65LEW用
137600-55930

個

101 0リンク
°
(lAG25.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24321-000250

個 10

102 ハ・ッキン(クウキヌキツキ
°
テ

ヤンマー製
6N165LEW用
XP2618210NA

個

103 シールワツシヤ(コマル 8
ヤンマー製
6N165LEW用
22190-080006

個 20

104 ワッシヤ(シール フッソSPCコマル12
ヤ ンマー製
6N165LEW用
153672-59920

個 12

105 ハ・ツキン(マル 6Xl.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-060000

個 20

106 ハ・ッキン(ツキ
°
テ A

ヤンマー製
6N165LEW用
152623-59421

個

107 ハ・ッキン(ツキ・テヨウ ニトリル B
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-59450

個 〃

108 0リンク
・
(4DP20.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24316-000200

個 10

109 0リンク
°
(4DP16.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24316-000160

個 10

110 0リンク
°
(40G30.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24324-000300

個 10



導 品  目 規  格 備  考

111 tr' 1+r 0!t\' - )r:/,1
ヤンマー製
6N165LEW用
133644-59850

個

112 ハ・ッキン(フクロナット
ヤンマー製
6N165LEW用
133644-59860

個

113 0リンク
°
(lAP40.0

ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000400

個 10

114 ハ・ッキン(テイシヨウ
44100-018310

ヤンマー製
6N165LEW用 個

115 パッキン (ゴム ライナ ウエ
ヤンマー製
6N165LEW用
133654-01280

個

138654-01290

ヤンマー製
6N165LEW用 個116 パッキン (ゴム シリンダライナ

117 パッキン (シ リングライナ ニ トリル
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-01300

個 12

118 キャップ (ヘ ッ ドボル ト
135655-01950

ヤンマー製
6N165LEW用 個

119 ザガネ
ヤンマー製
6N165LEW用
138670-39340

個

120 ガスケット (ヘ ッド T=2.0
ヤンマー製
6N165LEW用
138688-01393

個

121 ガスケット (シ リンダソクフタ
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-01414

個

122 ガスケット (ソ クフタ
ヤンマー製
6N165LEW用
133670-01460

個

123 パッキン (OFWアプラキリ
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-01561

個

124 パッキン (ア ブラキリフタ
ヤンマー製
6N165LEW用
138614-01351

個

125 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
151673-52150

個

126 パッキン (ト リツケカナグ
ヤンマー製
6N165LEW用
138613-52240

個

127 パッキン (カ ムシツフタマ ド
ヤンマー製
6‖ 165LEW用
138614-01981

個

128 パツキン (5K50× 1.5
ヤンマー製
6N165LEW用
23438-050000

個

129 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
43400-004000

個 〃

130 l-tv (,,\1Y71 775 7y/
ヤンマー製
6N165LEW用
133654-11141

個 12

131 !-tV (t:1t7) 77 A
ヤンマー製
6N165LEW用
126628-11150

個 12 ′′

132 パッキン (ノ ズルスリーブ
ヤンマー製
6N165LEW用
147643-11870

個



項 』7]  [ 規  格 備  考

133 0リ ング (P39 G902
152633-11750

ヤンマー製
6Ⅲ 65LEW用 個 12

134 パッキン (マル D26/19 T2
ヤンマー製
6N165LEW用
137600-53091

個

135 0リ ング (lAP12.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000120

個 10

136 パッキン (ボンネット
ヤンマー製
6N165LEW用
133670-11280

個

137 パッキン (シ リンダヘッドイリグチ
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-12210

個

138 パッキン (キュウキベンド
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-12311

個

139 ワッシャ (シール  SPCC.マ ル  10
43400-500440

ヤンマー製
6N165LEW用 個 12

140 パツキン (マル  12× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-120000

個 40

141 パッキン (ヘ ッドデグチ
138614-13200

ヤンマー製
6N165LEW用 個

142 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-13170

個

143 パッキン (タービンイリグチ
ヤンマー裂
6N165LEW用
138670-18400

個

144 ザガネ (マ ワリドメ
ヤンマー製
6N165LEW用
132310-14660

個

145 サービスKIT(1
ヤンマー製
6N165LEW用
XNP22A14L10

個

146 サービスKIT(2
ヤンマー製
6N165LEW用
XNP22A1 4K21

個

147 ター ビンフィルタ
ヤンマー製
6N165LEW用
XNU148556

個

148 ガスケット (メ タルシール
ヤンマー製
6N165LEW用
XNJ14‖ 40N23

個

149 ガスケット (タ ービンデグチ
ヤンマー製
6N165LEW用
133644-18380

個

150 パッキン (カエシヘッダ
ヤンマー製
6N165LEW用
138614-18770

個

151 パッキン (ヘ ッダ デイリグチ
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-18760

個

152 ボウシヨクアエン (ナ ット40× 40
ヤンマー製
6N165LEW用
27200-400400

個

153 パッキン (ボ ウショクアエン
ヤンマー製
6N165LEW用
132310-09330

個

154 パッキン (カ ク
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-49200

個 〃

数



項 品  目 規  格 備  考

155 パ ッキン (カ ク AT14
ヤンマー製
6N165LEW用
133644-18710

個

156 ガスケット
ヤンマー製
6N165LEW用
147673-13250

個 ′′

157 パッキン (プロアデグチ
ヤンマー製
6N165LEW用
133854-18340

個

158 パッキン (ク ウキデイリグチ
ヤンマー製
6N165LEW用
136606-18192

個

159 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
133688-18180

個

160 0リ ング (lAG160.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24321-001600

個

161 パツキン (マル  17× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-170000

個 10

162 ツヅリセン (1.2
ヤンマー製
61165LEW用
22451-120000

個

163 リングSET(ピ ス トン
ヤンマー製
6N165LEW用
733670-22501

個

164 トメイタ
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-23270

個 12

165 サラバネ (ネジヨウ
ヤンマー製
6N165LEW用
138613-23290

個 12

166 ボル ト (6カ ク M8× 15
140623-23280

ヤンマー製
6N165LEW用 個 12

167 パッキン (ジュンカツユポンプ
ヤンマー製
6N165LEW用
133614-32310

個

168 ザガネ (シタツキ
ヤンマー製
6N165LEW用
126650-14770

個 〃

169 ザガネ (オ リマゲ
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-32220

個

170 ザガネ (シタツキ
ヤンマー製
6N165LEW用
126650-32380

個

171 パツキン (マル  25× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-250000

個 10 〃

172 0リ ング (lAG155.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24321-001550

個

173 パッキン (アエントリツケ
ヤンマー製
6N165LEW用
137800-33380

個 〃

174 パッキン (ジュンカツユパィプ
ヤンマー製
6N165LEW用
137600-34090

個 ′′

175 パツキン (マル  16× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-160000

個 20

176 0リ ング (ナイケイ=130
ヤンマー製
6N165LEW用
148616-35220

個

数



項 JL  E 規  格 備  考

177 ガスケッ ト (フ ィルタエ レメン ト
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-35160

個

178 0リ ング (サイケイ=15.5 W=3
ヤンマー製
6N165LEW用
148616-35570

個

179 0リ ング (ド レンプラグ
148616-35590

ヤンマー製
6N165LEW用 個

180 エレメント (L0 15′/40ミ クロン
ヤンマー製
6N165LEW用
141646-35091

個

シール (サーモスタット
123682-48570

ヤンマー製
6N165LEW用 個181

182 0リ ング (lAG65.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24321-000650

個 10

ヤンマー製
6N165LEW用
43400-002931

個183 パ ッキン

184 0リ ング (lAG75.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24321-000750

個 10

24321-000700

ヤンマー製
6N165LEW用 個 10185 0リ ング (lAG70.0

186 ツヅリセン (1.6
ヤンマー製
6N165LEW用
22451-160000

個

187 0リ ング (lAG55.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24321-000550

個 10

188 パツキン (5K40× 1.5
ヤンマー製
6N165LEW用
23438-040000

個

189 0リ ング (lAP48.0
24311-000480

ヤンマー製
6N165LEW用 個 10

190 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
43400-003021

個

191 パッキン (タ ービンLOイ リグチ
ヤンマー製
6N165LEW用
43400-002971

個

192 t:)*lz (<tv 18x1. O

ヤンマー製
6N165LEW用
23414-180000

個 10

193 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
148016-39491

個

194 パツキン (コバン 26× 1.5
23428-260000

ヤンマー製
6N165LEW用 個

195 パツキン (マル  8× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-080000

個 10

196 パッキン (ジクウケバコ
ヤンマー製
6N165LEW用
132300-42140

個

197 トメワC(ア ナ 80
ヤンマー製
6N165LEW用
22252-000800

個

198 ベアリング (ボール  6307
ヤンマー製
6N165LEW用
24101-063074

個



項 品  E 規  格 備  考

199 ベアリング (ボール  6207U
24102-062074

ヤンマー製
6N165LEW用 個

200 オイルシール (TC355511
ヤンマー製
6N165LEW用
24421-355511

個

201 0リ ング (lAP28.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000280

個 10

202 シール (メ カニカル
ヤンマー製
6N165LEW用
148620-42331

個

147673-42260

ヤンマー製
6N165LEW用 個203 カラー (レイキャクスイポンプ T=3

204 ザガネ (オ リマゲ
ヤンマー製
6N165LEW用
141616-42270

個

133614-42120

ヤンマー製
6N165LEW用 個205 パ ッキン

206 ガスケット (ス イシツフタ
ヤンマー製
6N165LEW用
132654-11732

個

207 /iY*2 (-ztv 14x1. O

23414-140000

ヤンマー製
6N165LEW用 個 20

208 パツキン (マル  13× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-130000

個 10

209 シール (メ カニカル
ヤンマー製
6N165LEW用
137610-42492

個

210 0リ ング (レイキャクスイポンプ
ヤンマー製
6N165LEW用
137610-42050

個

211 パッキン (セ イスイクーラ A
ヤンマー製
6N165LEW用
146613-44400

個

212 0リ ング (lAG210.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24321-002100

個

213 パッキン (セイスイクーラ B
ヤンマー製
6N165LEW用
146613-44410

個

214 パッキン (サーモスタット
ヤンマー製
6N165LEW用
140623-48151

個

215 パッキン (レイキャクスイ
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-49331

個

216 パツキン (5K65× 1.5
ヤンマー製
6N165LEW用
23438-065000

個

217 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
43400-003170

個

218 0リ ング (lAP75.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000750

個 10

219 パ ッキン (コバ ン  31× 1.5
ヤンマー製
6N165LEW用
138670-49331

個 〃

220 tlv*:z (=z\;z
ヤンマー製
6N165LEW用
138614-49142

個



項 品  目 規  格 備  考

221 ガスケット (オイルパン
ヤンマー製
6N165LEW用
138673-01990

個

222 パ ッキン (カ ク
ヤンマー製
6N165LEW用
132500-49250

個

223 シール ワツシヤー (マル  18
ヤンマー裂
6N165LEW用
22190-180003

個 10

224 パツキン (マル  20× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-200000

個 10

225 プランジャCMP(ネ ンリョウ
ヤンマー製
6N165LEW用
138670-51301

個

226 デフレクタ
ヤンマー製
6N165LEW用
133670-51264

個 12

227 パッキン (ク ウキヌキ
ヤンマー製
6N165LEW用
137603-51261

個

228 0リ ング (4DP16.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24316-000160

個 20

229 バルブCMP(デ リベリ
ヤンマー製
6N165LEW用
138670-51910

個

230 スプリング (デ リベリバルブ
ヤンマー製
6Ⅲ 65LEW用
133670-51330

個

231 スプリング (デリベリバルブ
ヤンマー製
6N165LEW用
134674-51820

個 ′′

232 0リ ング (S32
ヤンマー製
6N165LEW用
137679-51892

個 ″

233 パツキン (マル  6× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-060000

個 20

234 シール ワツシヤ (コ マル  8
ヤンマー製
6N165LEW用
22190-080006

個 20 ′′

235 0リ ング (P31
ヤンマー製
6N165LEW用
133670-51381

個

236 バツクアツプリング (T2P31
ヤンマー製
6N165LEW用
24372-000310

個

237 オ‐イルシ/―ル (TC204007
ヤンマー製
6N165LEW用
24421-204007

個

238 シール (オイル  TCN
ヤンマー製
6N165LEW用
141646-52660

個

239 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
137600-52311

個

240 パ ッキン
ヤンマー製
6Ⅲ 65LEW用
137600-52440

個

241 0リ ング (lAP14.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000140

個 10

242 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
138614-52250

個 ′′



項 品  E 規  格 備  考

243 ベアリング (ボ ール  6007
ヤンマー製
6N165LEW用
24101-060074

個 〃

244 ベアリング (ボ ール  6207
ヤンマー製
6N165LEW用
24101-062074

個

245 ノズル CMP
138644-53300

ヤンマー製
6N165LEW用 個

246 0リ ング (ネンリョウベン
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-53360

個

247 0リ ング (lAP40.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24311-000400

個 10

248 パッキン (ゴム FOコ シキケース
ヤンマー製
6N165LEW用
137600-55910

個

249 パッキン (ゴム FOコ シキエレメント
ヤンマー製
酬 165LEW用
137600-55980

個

250 0リ ング (lAG25.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24321-000250

個 10

251 パッキン (ク ウキヌキツギテ
XI P261821 0NA

ヤンマー製
6N165LEW用 個

252 パ ッキン (エアヌキ
ヤンマー製
6N165LEW用
138613-35300

個

253 0リ ング (4DG125.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24326-001250

個

254 ワッシャ (シール  フッソSPCコ マル 22
ヤンマー製
6N165LEW用
153672-59950

個

255 ワッシャ (シール  フッソ SPCコ マル 16
ヤンマー製
6N165LEW用
153672-59980

個

256 パツキン (5K15× 1.5
ヤンマー製
6N165LEW用
23438-015000

個 〃

257 0リ ング (lAG30.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24321-000300

個 10

258 パッキン (ツ ギテ A
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-59421

個

259 パッキン (ツ ギテヨウ ニ トリル B
ヤンマー製
6N165LEW用
152623-59450

個

260 パッキン (フ クロナット
ヤンマー製
6N165LEW用
133644-59860

個

261 パ ッキン (カバー フンシヤ
ヤンマー製
6N165LEW用
138644-59850

個

262 0リ ング (4CG30.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24324-000300

個 10

263 0リ ング (4DP20.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24316-000200

個 10

264 フッシャ (シール  フッソ SPCコ マル 20
ヤンマー製
6N165LEW用
153672-59970

個



2
品  目 規  格 備  考

265 ワッシャ (シール  フッソSPCコ マル 12
ヤンマー製
6N165LEW用
153672-59920

個 18

266 0リ ング (lAG35.0
ヤンマー製
6N165LEW用
24321-000350

個 10

267 t-tv (t4 tv
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-61030

個

268 パ ッキン (ベース
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-61061

個

269 ベアリングCMP
ヤンマー製
6N165LEW用
758510-61180

個

270 シール (オイル
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-61380

個

271 / Y'/r
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-61390

個

272 ワイヤ
158510-61440

ヤンマー製
6N165LEW用 個

273 ゲージ (オイル
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-61490

個

274 0リ ング
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-61610

個

275 0リ ング (lA P 7.0
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-61620

個

276 0リ ング
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-61591

個

277 スプリングピン (3.OA× 12
ヤンマー製
6N165LEW用
22351-030012

個 10 ′′

278 パツキン (マル  10× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-100000

個 10

279 ベアリング (ニー ドル FJ-59
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-66430

個

280 ベアリング (ボール  6905
ヤンマー製
6N165LEW用
158510-66460

個 〃

281 テーパ ピン (4× 25
ヤンマー製
6‖ 165LEW用
22322-040250

個

282 スプリングピン (4. OA× 18
ヤンマー製
6N165LEW用
22351-040018

個 10 〃

283 ワリピン (2. 0× 16
ヤンマー製
6N165LEW用
22417-200160

個 10

284 パツキン (マル  18× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-180023

個 10

285 ベアリング (ニー ドル  182412
ヤンマー製
6N165LEW用
24162-182412

個

286 パッキン (ガバナ トリツケ
ヤンマー製
6N165LEW用
43400-004020

個



壕 品  目 規  格 備  考

287 ベアリング (ボール  6005
ヤンマー製
6N165LEW用
24101-060054

個

288 ワリピン (3.2× 32
ヤンマー製
6N165LEW用
22417-320320

個 10

289 パツキン (マル  28× 1.0
ヤンマー製
6N165LEW用
23414-280000

個 10 ′′

290 フリピン  1.0×   8
ヤンマー製
6N165LEW用
22417-100080

個 10

291 パッキン (ハンドル トリツケカナグ
ヤンマー製
6N165LEW用
180110-72250

個 ′′

292 パ ッキン (ソ クシベ ン
43416-000233

ヤンマー製
6Ⅲ 65LEW用 個

293 パ ッキン
ヤンマー製
6N165LEW用
43416-047570

個 〃
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8 防食ペイント
スターンキーパー製 タールエポキシ
塗料
1セ ット(主剤 (350g)及び硬化剤 (70g))

ツ 2

品 規 備  考

回転招動リング バンド付 スタンキーパー製I SKC-317用
No.1,9,15 個

船尾管軸封装置_
整備用交換部品

緊急用シール
スタンキーパー製 SKC-317用
No.5 個

0リ ング φ3 スタンキーパー製 SKC-317用
No.6 個

oy>/ o2 No.29
スタンキーパー製 SKC-317用

個

シー トパッキン
スタンキーパー製I SKC-317用
No.7 枚

ゴムホース&バンド
スタンキーパー製I SKC-317用
No.21,22 組

防食プラグ
スタンキーパー製 SKC-317用
No.28 個

l
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考

保護亜鉛 Φ30× t20 昭和産業製 350U-4F No.1lb 個
復水器・ ドレン
クーラー_整備用
交換部品

保護亜鉛取付プラグ M36× 2 昭和産業製 350U-4F No.1lb 個

保護亜鉛 Φ50× t20 昭和産業製‐ 350U-4F No.1la 個

ガスケット (水室側 ) 昭和産業製 350U―f b.6a 個

ガスケット (水室蓋側) 昭和産業製 350U-4F No.6b 個

ガスケット (胴体側) 昭和産業製 350U-4F No.7 個

保護亜鉛 Φ50× t20 昭和産業製 30U-2F No.1la 個

保護亜鉛 Φ40× t20 昭和産業製 300U-2F No.1lb 個

ガスケット (水室側 ) 昭和産業製 300U-2F No.6a 個

10 ガスケット (水室蓋側 ) 昭和産業製 300U-2F No.6b・ 個

ll ガスケット (胴体側) 300U-2F  No.7 個 2
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考

1段 ピス トンピンメタル SANWA製‐ 3S25A型  No.11 個
主空気圧縮機・副
空気圧縮機 交換

2段 ピス トンピンメタル SANWA製 3S25A型  No.21 個

3段ピストンピンメタル SAttA製 3S25A型  聞.31 個

1段弁完備品 SAttA製 3S25A型 No.34 組

2段弁完備品 鉢 MA製  3S25A型  No.35 組

3段弁完備品 SANWA』製‐ 3S25A]赳  No.36 組

パッキン・0リ ングセット 鉢酬A製 3S25A型 式

エアーフィルターエ レメン ト SANWA理叫‐  3S25AE」   No.58-1 個

1段、2段安全弁完備品 SANWA製 3S25A型 予備品表 No.13 組

10 3段安全弁完備品 (コネクター付) 鉢MA製  3S25A型  予備品表 No.14 組

11 電磁弁 SAMA製  3S25A型 組

12 v′ ミヽル ト SAMA製  3S25A型  予備品表 No.15 本

13 1段 ピストンピンメタル SAttA製  3S25A型  島。11 個

14 2段 ピス トンピンメタル (ニー ドル SAttA製  3S15A型  No.22 個

15 3段 ピス トンピンメタル (ニー ドル 鉢 MA製  3S15A型  No.31 個

16 1段弁完備品 鉢ⅣA製 3S15A型  No.35 個

17 2段弁完備品 SANWA'叫‐  3S15A]赳   No.36 個

18 3段吸入弁完備品 鉢 MA製  3S15A型  No.37 個

19 3段吐出弁完備品 SANWA製 3S15A型 No.39 個

20 パッキン・0リ ングセット SAttA製 3S15A型 式

[1員
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燎 1各 信  者

逆止弁 鉢ⅢA製 3S15A型 式
油水分離器用_整
備 用杢樺蔀品

本体用オーバーホールキット 忍足製作所製 OFC-2C型 式

逆洗ポンプ用オーパーホールキット 忍足製作所製 OК-2C型 式

エアシリング用オーバーホールキット忍足製作所製 OFC-2C型 式



電気部

1 絶縁抵抗測 定

各電気機器及 び電路の絶縁抵抗 を計測 し、受検す る。 (計 測記録表 2部提 出 )

露出金属部及び金属被服 の接地確認 を含むく。

第二章



■
■

第四章 観測機器部

船底保芽陽極
次の船底保護陽極 (保護亜鉛)について、日視確認し、結果を監督職員に速報し、交
換に関しては、監督職員の指示に従うこととすぅ。

なお、監督職員に交換を指示された場合には規格は (′3)、 (´4)と し、官給品受領
書、官給品清算書、官給品返還書を提出することκ)
現状
´

(1)ナ ローマルチビーム測深機区画  (300皿 ×150皿 ×301皿 10個〉
(2)浅海用マルチビーム測深機区画  (75皿 × 75皿×30皿  1イ國
官給

(3)ナ ローマルチビーム測深機区画  (300皿 ×150皿×20皿 10個〉
(4)浅海用マルチビーム測深機区画  (70皿 × 75皿 ×20 m l個 チ


